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場 所：本庁舎６階 611会議室   

 

 

 会 次 第  

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

(1) 「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について 

 

(2) 「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況について 

    ①重点事項の取組状況 

    ②令和５年度実績及び令和６年度予定について 

 

３ その他 

 

４ 閉 会 

 

  

 



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について

戦略プラン掲載（Ｒ元年度）

●戦略プランＰ６「経済活動別総生産構成比」

高知県及び高知市 出典：高知県統計分析課「2019(令和元)年度市町村経済統計書」
全国 出典：内閣府 国民経済計算年次推計

高知県及び高知市 出典：高知県統計分析課「2020(令和２)年度市町村経済統計書」
全国 出典：内閣府 国民経済計算年次推計

最新（Ｒ２年度）

昨年７月に送付させていただきました
「第１次中小企業・小規模企業振興戦略プラン」
（令和５年６月策定）をご参照ください。

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ５ 日
高知市中小企業・小規模企業振興審議会
資 料 １
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戦略プラン掲載（Ｒ元年度） 最新（Ｒ２年度）

●戦略プランＰ６「産業別市内総生産額」

高知市 出典：高知県統計分析課「2019(令和元)年度市町村経済統計書」 出典：高知県統計分析課「2020(令和２)年度市町村経済統計書」

第一次産業　計 9,452

農業 8,583

林業 206

水産業 663

第二次産業　計 133,768

鉱業 1,401

製造業 62,246

建設業 70,121

第三次産業　計 1,072,376

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 30,574

卸売・小売業 171,849

運輸・郵便業 50,015

宿泊・飲食サービス業 48,850

情報通信業 64,571

金融・保険業 65,332

不動産業 136,567

専門・科学技術、業務支援サービス業 111,763

公務 95,870

教育 51,239

保健衛生・社会事業 177,234

その他のサービス 68,512

21,147

14,245

1,222,498計（総生産）

総生産額（百万円）

一次

二次

三次

輸入品に課される税・関税

（控除）総資本形成に係る消費税

第一次産業　計 7,817

農業 7,056

林業 192

水産業 569

第二次産業　計 127,214

鉱業 1,435

製造業 57,997

建設業 67,782

第三次産業　計 1,007,676

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 29,559

卸売・小売業 159,044

運輸・郵便業 42,144

宿泊・飲食サービス業 27,262

情報通信業 66,392

金融・保険業 60,512

不動産業 138,376

専門・科学技術、業務支援サービス業 113,293

公務 94,101

教育 51,371

保健衛生・社会事業 169,463

その他のサービス 56,159

20,314

13,386

1,149,635

総生産額（百万円）

計（総生産）

一次

二次

三次

輸入品に課される税・関税

（控除）総資本形成に係る消費税

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について
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最新（Ｒ６）

●戦略プランＰ８「高知市及び高知県の人口」

H25（2013）年 H30（2018）年 R5（2023）年

高知市総人口 340,019人
332,276人

（対H25：▲7,743人）
319,724人

（対H25：▲20,295人）

高知県総人口 748,132人
713,142人

（対H25：▲34,990人）
673,817人

（対H25：▲74,315人）

●戦略プランＰ８「年齢別（３区分）の人口割合」

H25（2013）年 H30（2018）年 R5（2023）年

０～14歳 44,790人（13.2％） 41,648人（12.5%） 37,125人（11.6%）

15～64歳 211,396人（62.2％） 195,844人（59.0%） 185,433人（58.0%）

65歳以上 83,833人（24.6%） 94,784人（28.5%） 97,166人（30.4%）

※各年１月1日現在の住民基本台帳人口による ※各年１月1日現在の住民基本台帳人口による

※高知市総人口 各年1月1日現在の住民基本台帳人口による
※高知県総人口 各年１月1日現在の推計人口による(出典:県統計分析課HP)

※高知市総人口 各年1月1日現在の住民基本台帳人口による
※高知県総人口 各年１月1日現在の推計人口による(出典:県統計分析課HP)

戦略プラン掲載（H25・H30・R5）

戦略プラン掲載（H25・H30・R5） 最新（Ｒ６）

H25（2013）年 H30（2018）年 R6（2024）年

高知市総人口 340,019人
332,276人

（対H25：▲7,743人）
317,320人

（対H25：▲22,699人）

高知県総人口 748,132人
713,142人

（対H25：▲34,990人）
664,445人

（対H25：▲83,687人）

H25（2013）年 H30（2018）年 R6（2024）年

０～14歳 44,790人（13.2％） 41,648人（12.5%） 34,915人（11.0%）

15～64歳 211,396人（62.2％） 195,844人（59.0%） 183,302人（57.8%）

65歳以上 83,833人（24.6%） 94,784人（28.5%） 99,103人（31.2%）

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について
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戦略プラン掲載（Ｒ３は経済センサス活動調査速報値）

Ｒ３更新（Ｒ３経済センサス活動調査確定値）

●戦略プランＰ９「事業者数・従業者数」

●戦略プランＰ10「高知市内の事業所数及び従業者数の推移」

出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査(令和3年は速報集計)

H28・事業所数 H28・従業者数 R３・事業所数 R３・従業者数

高知市 16,555事業所 147,187人
15,478事業所

（▲1,077事業所）
144,355人

（▲2,832人）

高知県 35,366事業所 279,196人
32,839事業所

（▲2,527事業所）
275,520人

（▲3,676人）

H28・事業所数 H28・従業者数 R３・事業所数 R３・従業者数

高知市 16,555事業所 147,187人
15,661事業所

（▲894事業所）
145,501人

（▲1,686人）

高知県 35,366事業所 279,196人
33,064事業所

（▲2,302事業所）
275,477人

（▲3,719人）

出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査確定値

出典：各年 経済センサス活動調査及び事業所・企業統計調査
※R3年度は速報値 出典：各年 経済センサス活動調査及び事業所・企業統計調査

戦略プラン掲載（Ｒ３は経済センサス活動調査速報値）

Ｒ３更新（Ｒ３経済センサス活動調査確定値）

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について
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●戦略プランＰ10「産業大分類別事業所数構成比（％）」

出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査確定値

●戦略プランＰ11「産業大分類別従業者数構成比（％）」

戦略プラン掲載（Ｒ３は経済センサス活動調査速報値）

戦略プラン掲載（Ｒ３は経済センサス活動調査速報値）

Ｒ３更新（Ｒ３経済センサス活動調査確定値）

Ｒ３更新（Ｒ３経済センサス活動調査確定値）

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について

出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査(令和3年は速報集計) 出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査確定値

出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査(令和3年は速報集計) 5



●戦略プランＰ11「産業大分類別事業所数・従業者数」

●戦略プランＰ12「従業者規模別事業者数・従業者数」

事業所数

実数（者） 実数（者） 実数（者）

総数 16,555 - 35,366 - 5,340,783 -

１～４人 9,813 59.3 22,148 62.6 3,047,110 57.1
５～９人 3,214 19.4 6,491 18.4 1,057,293 19.8
10～19人 1,874 11.3 3,769 10.7 649,836 12.2
20～49人 1,132 6.8 2,045 5.8 395,675 7.4
50～99人 272 1.6 509 1.4 100,428 1.9

100～299人 126 0.8 213 0.6 49,456 0.9

300人以上 17 0.1 23 0.1 12,223 0.2
派遣・下請従業者のみ 107 0.7 168 0.5 28,762 0.5

従業者数

実数（者） 実数（者） 実数（者）

総数 147,187 - 279,196 - 56,872,826 -

１～４人 20,201 13.7 44,920 16.1 6,516,332 11.5
５～９人 21,021 14.3 42,588 15.3 6,940,748 12.2
10～19人 25,252 17.2 50,550 18.1 8,768,303 15.4
20～49人 33,223 22.6 60,238 21.6 11,664,927 20.5
50～99人 18,078 12.3 34,127 12.2 6,864,826 12.1

100～299人 20,810 14.1 34,735 12.4 7,815,994 13.7

300人以上 8,602 5.8 12,038 4.3 8,301,696 14.6
派遣・下請従業者のみ - - - - - -

従業者規模
高知市 高知県 全国

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

従業者規模
高知市 高知県 全国

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

99.2%

90.0%

99.2%

90.0%

99.5%

91.7%

99.3%

89.1%

99.2%

90.0%

94.2%

45.2%

95.7%

49.5%

85.4%

39.1%

事業所数

実数（者） 実数（者） 実数（者）

総数 15,661 - 33,064 - 5,156,063 -

１～４人 9,024 57.6 20,029 60.6 2,898,710 56.2
５～９人 3,087 19.7 6,239 18.9 999,954 19.4
10～19人 1,830 11.7 3,670 11.1 646,663 12.5
20～49人 1,139 7.3 2,100 6.4 404,410 7.8
50～99人 284 1.8 518 1.6 105,274 2.0

100～299人 127 0.8 214 0.6 52,541 1.0

300人以上 17 0.1 26 0.1 13,199 0.3
派遣・下請従業者のみ 153 1.0 268 0.8 35,312 0.7

従業者数

実数（者） 実数（者） 実数（者）

総数 145,501 - 275,477 - 57,949,915 -

１～４人 18,455 12.7 40,337 14.6 6,079,607 10.5
５～９人 20,402 14.0 41,152 14.9 6,588,311 11.4
10～19人 24,616 16.9 49,265 17.9 8,737,559 15.1
20～49人 33,118 22.8 61,427 22.3 11,932,784 20.6
50～99人 18,983 13.0 34,754 12.6 7,204,120 12.4

100～299人 20,888 14.4 34,893 12.7 8,323,239 14.4

300人以上 9,039 6.2 13,649 5.0 9,084,295 15.7
派遣・下請従業者のみ - - - - - -

従業者規模
高知市 高知県 全国

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

従業者規模
高知市 高知県 全国

構成比（％） 構成比（％） 構成比（％）

99.2%

90.0%

98.9%

89.0%

99.1%

90.5%

99.1%

88.2%

99.2%

90.0%

93.8%

43.6%

95.0%

47.5%

84.3%

36.9%

戦略プラン掲載（Ｒ３は経済センサス活動調査速報値）

戦略プラン掲載（Ｈ28経済センサス活動調査）

Ｒ３更新（Ｒ３経済センサス活動調査確定値）

Ｒ３更新（Ｒ３経済センサス活動調査）

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について

出典：令和３年経済センサス活動調査

出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査(令和3年は速報集計) 出典：平成28・令和３年経済センサス活動調査確定値

出典：平成28年経済センサス活動調査 6



戦略プラン掲載（R4.4～12月） 最新（R5.4～12月）

●戦略プランＰ12「有効求人倍率（原数値）の推移」

出典：高知労働局 出典：高知労働局

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」掲載統計資料の更新情報について
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」に基づき支援を実施・検討中

「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」重点事項における取組状況について

【概 要】・市では，令和５年６月に，中小企業の振興を総合的に行うための計画として「中小企業・小規模企業振興戦略プラン」を策定。

・戦略プランでは，「地域の豊かな資源をいかしつつ，未来に挑戦する活力ある産業が発展するまち高知市の実現」を基本的なビジョンとし，７つの基本方針，18の取組

及び４つの重点事項を定めている。

【計画期間】令和５～９年度（５年間）

戦略プランの全体像 重点事項における取組

事業者へのデジタル化支援

デジタルツール等の導入を積極的に支援する。

►関連する取組：取組1

資材価格高騰の影響を受けた事業者への
支援

物価高騰・資源高による経営環境の激変による影響を緩和
するため，中小企業・小規模企業の資金繰りや，早期の経
営改善や事業環境の回復を見据えた先行投資等の取組を支
援する。

►関連する取組：取組７

企業の稼ぐ力への支援について

本市の特性や地域資源を活かした魅力あるビジネスの創出
を促進するとともに，地域内循環を高める地消・外商及び
需要喚起の取組を進めます。

►関連する取組：取組１８

人手不足に対する事業者への支援

事業者による従業者の雇用・定着への支援を行う。

►関連する取組：取組８

ゼロゼロ融資の据置期間終了の影響と対
策

ゼロゼロ融資返済開始に伴い，中小企業・小規模企業の資
金繰りや，早期の経営改善や事業環境の回復を見据えた先
行投資等の取組を支援する。

►関連する取組：取組７

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ５ 日
高知市中小企業・小規模企業振興審議会
資 料 ２
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【事業者へのデジタル化支援について】

中小企業・小規模企業の将来的な持続的成長・競争力強化に向けて必要と
される，デジタルツール等の導入や，カーボンニュートラルの取組を積極的
に支援します。

戦略プラン重点事項１
デジタル社会，グリーン社会を見据えた中小企業・小規模企業の経営基
盤を強化する

●中小企業支援施策として期待すること（操業環境に関する施策）では，設備投資に対する支援（57.8％），
IT化支援（23.1％）などとなっている。（令和４年１１月実施市事業者アンケート）

第1位

第3位

重点事項に関連する取組
主な事業

事業名 内容

事業所に
おけるデ
ジタル
ツール等
の活用支
援

業務の効率化や簡素化を進
め労働生産性を向上させる
ためのデジタルツール等の
導入・活用を支援します。

ＤＸやデジタル活用
に関する支援

業務効率化等のためのデジタル活用に関す
る支援について，新たな事業を検討する。

地域雇用活性化推進
事業（WEB採用力
アップ，デジタル活
用セミナー）

WEBを通じた人材採用活動のノウハウを学
ぶためのセミナーや，業務におけるデジタ
ルツールの活用方法について学ぶセミナー
の開催。

設備投資やIT化支援など，経営基盤強化に係
る支援が求められている

●実施しているデジタル化の取組として，「いずれも実施していない」が44.8％となっている。
（令和５年８月県実施事業者アンケート）

デジタル化が進んでいない状況

【デジタルセミナー】
「デジタル活用生産性向上セミナー」
（高知市雇用創出促進協議会）
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【令和６年度予定 高知市のデジタル化支援新規事業概要】

①従業者へのリスキリングに関する支援について検討中

市内中小企業者に対しＩＴやＤＸ等に関する最先端かつ実践的なオンライン学習コンテンツを提供しＤＸ人材の育成を支援するもの。

事業像

②中小企業テレワーク導入に関する支援について検討中

〇対象事業者 市内中小企業・小規模企業者
〇対象経費 ①テレワーク用の通信機器の導入・運用に係る経費

（パソコン周辺機器・ビデオ会議機器等の購入費，ソフトウェア等使用料 等）

②テレワーク導入に係る外部専門家へのコンサルティング費用
（就業規則改定のための相談料 等）

〇補助金額 補助対象経費の1/2（上限あり）

補助金内容（調整中）

市内中小企業者におけるＩＣＴ技術の活用促進や人材
確保力向上を図っていくための手段としてテレワーク環境
整備に係る設備導入費用を補助するもの。

【例】
〇Web会議システム
〇チャットツール
〇勤怠管理システム
〇データを共有するためのクラウドシステム など

デジタルツールの利用を促進

3



【ゼロゼロ融資の据置期間終了の影響と対策について】
【資材価格高騰の影響を受けた事業者への支援について】

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化や物価高騰・資源高による経営環
境の激変による影響を緩和するため，中小企業・小規模企業の資金繰りや，早
期の経営改善や事業環境の回復を見据えた先行投資等の取組を支援します。

戦略プラン重点事項２
中小企業・小規模企業の経営環境激変への影響を緩和する

●新型コロナウイルス感染症による影響に
ついては，「影響がある（74.8％）」（大いに影
響がある（40.7％），ある程度影響がある
（34.1％）などとなっている。（令和４年１１月
市実施事業者アンケート）

●原油高・物価高による影響について
は，「影響がある（77.5％）」（大いに影響
がある（43.2％），ある程度影響がある
（34.3％）などとなっている。（令和４年
11月市実施事業者アンケート）

重点事項に関連する取組
主な事業

事業名 内容

コロナや物
価高騰・資
源高の影響
緩和

新型コロナウイルス感染症
や物価高騰・資源高の影響
を受けた事業者の早期の経
営改善及び事業環境の回復
を見据えた先行投資等の取
組を支援します。

コロナ関連融資返済
対応に関する支援
（高知市経営改善計
画策定等助成金）

国が認定した専門家等の支援を受け経営改善
計画等を策定する場合に必要となる費用の一
部を助成。

コロナ禍や物価高騰が多数の事業者に
影響を与えている。

●高知市経営改善計画策定等助成
金（R5.7月～）

中小企業・小規模企業の経営改善
及び事業再生に係る取組を促進す
るため，助成金を交付するもの。

●高知市中小企業等生産性向上設備導入
支援事業費補助金（R5.12月補正）

中小企業者に対するエネルギー価格高騰
対策支援のために，生産性を向上させる
先端設備等を導入する費用の一部を補助
することにより，中小企業者の付加価値
額や生産性向上を図り，従業員の賃上げ
等につなげることを目的とするもの。

（作成中）
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（グラフ１）
✔コロナ禍においては，国・県による「ゼロゼロ融資」や，本市が実施した「コロナ短期継続融
資」（いずれも新規融資は終了）の融資制度によって，市内事業者の資金繰りを支援してきた。

✔昨年12月末時点で，国・県のコロナ関連融資（「ゼロゼロ融資」及び「借換融資」）の残高は
約1,489億円（7,633件）。また，本市の「コロナ短期継続融資」の残高は約25億円（342件）。

✔借換需要への対応として，現在は令和５年１月創設の「経営改善支援融資」（据置５年以内）
が実施されており，前身となる「伴走支援型特別保証制度」と合わせた保証残高は，昨年12月
末時点で約283億円（1,341件）。

✔ゼロゼロ融資の保証件数は，令和５年４月～12月の推移で1,306件の減少が見られるも，その
うち581件は借換融資への移行であり，純減は725件。

（グラフ２）
✔一方で，高知県信用保証協会による本年度の代位弁済額が増加しており，前年比163.6％（12
月時点）となっている。

（グラフ３）
✔高知県内では，令和５年５月～８月にかけて約1,700の事業者が(国ゼロゼロ融資の)返済開始
を迎えた。また，令和６年２月～５月にかけては約2,550の事業者が（県ゼロゼロ融資の）返
済開始を迎える予定。
市としても，今後のゼロゼロ融資の返済状況等を留意しながら，可能な支援等を検討していく。

■コロナ関連融資の活用状況等について ゼロゼロ融資・借換融資 総額

ゼロゼロ融資

借換融資

市コロナ短期融資

グラフ１

グラフ３

４月末時点

12月末時点

Down↓ 725 Down↓ 16,371,107,000

件数（件）

8,358

7,633

保証残高（円）

165,337,459,000

148,966,352,000
R５年度

４月末時点

12月末時点

Down↓ 1,306 Down↓ 27,885,646,000

件数（件）

7,598

6,292

保証残高（円）

148,600,224,000
R５年度

120,714,578,000

４月末時点

12月末時点

Up↑ 581 Up↑ 11,514,539,000

16,737,235,000

28,251,774,000
R５年度

件数（件）

760

1,341

保証残高（円）

４月末時点

12月末時点

Down↓ 27 Down↓ 185,600,000

件数（件） 保証残高（円）

R５年度
369 2,713,300,000

342 2,527,700,000

代位弁済推移　年度別 （金額単位：百万円）

金額 前年比 備考

R３年度 535

R４年度 743 138.9%

R５年度 975 163.6% 12月末時点比

グラフ２

【ゼロゼロ融資の据置期間終了の影響と対策について】

年月 R6.5 R6.6R6.4R6.2 R6.3R5.4 R5.10 R5.11 R5.12 R6.1R5.5 R5.6 R5.7 R5.8 R5.9

高知県下の月別ゼロゼロ融資返済開始企業数（概算）

国ゼロゼロ融資返済開始の波

県ゼロゼロ融資

返済開始の波
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【人手不足に対する事業者への支援について】

●新型コロナウイルス感染症が拡大する以前（2019年）と現在（2022年）の主な経営上の課題に
ついては，両年ともに「労働力の不足（求人に応募がない）」「従業員の高齢化」が上位となっている。
（令和４年11月市実施事業者アンケート）

中小企業・小規模企業における人手不足を改善し，本市の人口減少の抑制に
もつながるよう，事業者と市域内外の求職者とのマッチングや，事業者による
従業者の雇用・定着への支援を行います。

戦略プラン重点事項３
中小企業・小規模企業の人材を確保する

（2019年） （2022年）

人材に関する課題への対応が進んでいない状況

●中小企業支援施策として期待すること（人材に関する施策）については，「人材確保支援（雇用助
成等）」（59.2％）などとなっている。（令和４年11月市実施事業者アンケート）

第１位

重点事項に関連する取組
主な事業

事業名 内容

人材確保の
支援

ＵＩＪターンの人材を含め
た雇用のマッチングや，就
業者の確保・定着に向けた
助成等の支援を行います。
また，関係機関と連携し，
ＷＥＢサイトを活用するな
どにより，市内企業の魅力
を広く発信していきます。

新規雇用に関する支
援（高知市就職氷河
期世代雇用促進支援
助成金）

就職氷河期世代の求職者を雇用した事業主に
対し助成金を支給。

高知市ＵＩターン等
支援補助金（新メ
ニューの追加）

市内企業に就職・転職またはテレワークによ
り，県外から本市に移住・定住する若者に対
して，転入に係る荷物の運搬費用を補助。

人材確保への支援が最も求められている

●高知市就職氷河期世代雇用促進支援
助成金（R5～）

高知市の就職氷河期世代の正規雇用と
しての就職を支援するため，市内中小
企業に対して助成金を交付するもの。

●高知市UIターン等支援事業費補助金
（R5～）

高知県外在住の若者が，高知県内企業
への就職や転職，テレワーク等を活用
して県外から高知市へ転入した際の引
越し費用を補助するもの。

●奨学金返済支援（県支援制度への上乗せ助成）について検討中。

●高知県内の複数の業界・業種の代表者を招き講義してもらうことで，学生に魅
力ある職業を知ってもらう機会を創出するよう，学生向けに「業界研究ガイダン
ス」実施について検討中。

第1位

第2位

第3位

【令和６年度予定 高知市の人材不足に対する事業者支援新規事業概要】
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中小企業・小規模企業の振興に向けた「稼ぐ力」を強化するために，本市の
特性や地域資源を活かした魅力あるビジネスの創出を促進するとともに，地域
内循環を高める地消・外商及び需要喚起の取組を進めます。

重点事項４
中小企業・小規模企業の稼ぐ力を強化する

●新型コロナウイルス感染症が拡大する以前（2019年）と現在（2022年）の主な経営上の課題につい
て比較すると「採算が合わない（原材料価格の高騰など）」が23.3％増加している。（令和４年11月市実施
事業者アンケート）

（2019年） （2022年）

第10位

第3位

重点事項に関連する取組
主な事業

事業名 内容

新商品開
発・地域資
源活用への
支援

農林漁業者と商工業者とのマッチ
ング等により，農林水商工連携や
６次産業化の取組を促進します。
また，事業者の技術向上や新商品
の開発，産学官連携を推進し，地
域資源の有効活用を図る取組を支
援します。

地域雇用活性化推進
事業（伴走型支援）

魅力ある雇用創出に意欲のある市内の食料品
製造業者に対し，専門家から高付加価値製品
の開発及びその後の事業展開のアドバイスを
行う。

集客や賑わ
いの場の創
出

「高知市観光振興計画」及び「高
知市中心市街地活性化基本計画」
に基づき，観光の振興及び中心市
街地の活性化を推進します。
観光客の増加につながる高知港へ
の航路誘致，寄港誘致等のポート
セールスを実施していきます。

ウィンターナイト
キャンペーン開催事
業

観光客受入れの閑散期にあたる冬季における
観光需要の喚起を図るため，クリスマスを
テーマにしたイベントを開催。

「採算が合わない」の回答が大幅増

【企業の稼ぐ力への支援について】

●ウインターナイトキャンペーン開催
事業（R5）

クリスマスマーケットをR5年12月15日
から25日までの11日間開催。
来場者数：135,372人

●地域雇用活性化推進事業（伴走型支援）
・販路拡大セミナー
・高付加価値製品の開発
・県内商談会
・テストマーケティング
・企業個別フォローアップ面談

↓高付加価値製品の開発（実施事業者：10者）

↑県内商談会（R５.10.13 高知会館にて13者参加）
↑テストマーケティング

（R6.1.26～2.8 AKOMEYA TOKYO NEWMan 新宿にて13者参加）
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業 

令和５年度実績及び令和６年度予定について 

登載事業  74事業（再掲除く 64事業） 

令 和 ６ 年 ２ 月 1 5 日 

高知市中小企業・小規模企業振興審議会 

資 料 ３ 

実施事業数 うち前年度からの継続 52事業 Ａ　実施事業数 うち前年度からの継続 54事業

56事業 うち令和５年度からの新規 4事業 56事業 うち令和６年度から新規（予定） 2事業

8事業 Ｂ　検討事業数 6事業

2事業

64事業 64事業

Ｃ　令和５年度に終了した事業数

検討事業数

合計 合計

令和５年度 令和６年度



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

１
　
経
営
基
盤
の
強
化

１
　
事
業
所
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
等
の
活
用
支
援

事業概要・事業実績等

1

生産性向上設備等導入に関する支援 産業政策課

生産性を向上させる設備等の導入に関する支援について，改めて実施を検討するもの。

●生産性向上設備導入補助金
概要：高知市の認定を受けた先端設備等導入計画に記載された下記の設備等のうち，工業会証明書((5)のソフトウェアの場合は，中小企業等経営強化法施行規則
　　　　第７条第２項に規定する要件（販売開始から５年以内）を満たすことをソフトウェアの開発元事業者等が証明する書類）)の添付のある設備等の導入費について
　　　　補助するもの。
補助事業者数：42者
補助金額総計：110,338千円

2

ＤＸやデジタル活用に関する支援 産業政策課

業務効率化等のためのデジタル活用に関する支援について，新たに実施を検討するもの。

ー

●事業者へのリスキリングに関する支援について検討中
概要：市内中小企業者に対しＩＴやＤＸ等に関する最先端かつ実践的なオンライン学習コンテンツを提供することでＤＸ人材の育成支援をするもの。

●テレワークに係る導入支援の実施に向け検討中
概要：デジタルツール等の活用支援として，テレワーク環境の整備を図る中小企業者に対して必要経費の一部を補助するもの。

●高知市中小企業等生産性向上設備導入支援事業費補助金
 （令和５年12月補正　令和６年度繰越）
事業概要：中小企業等経営強化法に規定された中小企業者に対するエネルギー価格高騰対策支援のために，
　　　　　　　生産性を向上させる先端設備等を導入する費用の 一部を補助することにより，中小企業者の付加
　　　　　　　価値額や生産性向上を図り，従業員の賃上げ等につなげることを目的とするもの。
予算額：60,000千円

検討中

金額（千円）
令和４年度（決算額）

60,000

令和５年度（予算額）

ー

令和５年度（予算額）

ー

令和４年度（決算額）
金額（千円）

110,338
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

２
　
事
業
所
の
環
境
配
慮
経
営
へ
の
支
援

１
　
経
営
基
盤
の
強
化

2,500

令和５年度（予算額）

2,500

令和４年度（決算額）

金額（千円）

金額（千円）

3

事業者用高効率機器導入促進事業費補助金 新エネルギー・環境政策課

本市の業務その他部門における温室効果ガス排出量の削減を図るため，事業所の省エネ化を目的とした高効率設備を導入する法人及び個人事業主に対して，国の脱炭素移
行・再エネ推進交付金を活用し，事業者用高効率機器導入促進事業費補助金を交付するもの。

●省エネルギー機器導入事業費補助金
概要：省エネ化を進め温室効果ガスの排出量を削減するために，市内の事業者を対象に省エネ機器導入の補助するもの。
補助件数：８件
補助金額：2,500千円

●事業者用高効率機器導入促進事業費補助金
概要：市域の温室効果ガスを削減するため，環境省の「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 （重点対策加速化
　　　　事業）」を活用し，市内の事業所の省エネルギー化を支援するもの。
補助件数：2件（交付決定済のみ記載。）
補助金額：964千円

●自家消費型新エネルギー導入促進事業費補助金
補助件数：0件
補助金額：0円

4

自家消費型新エネルギー導入促進事業費補助金 新エネルギー・環境政策課

本市の地球温暖化対策の推進及び災害時における事業者の事業の継続性の向上を図るため，自家消費を目的とした太陽光発電設備又は蓄電池設備を導入する事業者に対
して，高知市自家消費型新エネルギー導入促進事業費補助金を交付するもの。

●自家消費型新エネルギー導入促進事業費補助金
概要：地球温暖化対策の推進及び災害時の事業継続性の向上を図るために，事業所のZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化を行い，自家消費を目的とした太陽光発電
　　　  設備又は蓄電池設備を導入する事業者を支援するもの。
補助件数：1件
補助金額：2,000千円

10,000

令和５年度（予算額）

2,500

令和４年度（決算額）
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
参加者数：4社5名 令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 C　事業終了

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

２
　
事
業
所
の
環
境
配
慮
経
営
へ
の
支
援

１
　
経
営
基
盤
の
強
化

5

省エネセミナー 新エネルギー・環境政策課

市域の温室効果ガス排出量を削減するために，市内の中小企業者等を対象としたセミナーの開催を通じ，省エネ意識の向上を目指すもの。

参加者数：9社9名

141

令和５年度（予算額）

44

令和４年度（決算額）

6

事業用クリーンエネルギー自動車等導入支援事業 商業振興・外商支援課

新型コロナウイルス感染症拡大の影響やガソリン価格の高騰で事業環境が悪化した中小企業者に対し，経費を圧縮しつつ経営体力を温存し，事業環境の回復を見据えた先行
投資を促すことを目的として，クリーンエネルギー自動車等への買い替え等を支援するもの。

事業支援決定件数：97件
支援決定額：20,350千円

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業であり，令和５年度で事業終了予定。

申請件数：129件
申請額：33,800千円

100,942

令和５年度（予算額）

39,057

令和４年度（決算額）

3



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

３
　
事
業
継
続
の
取
組
へ
の
支
援

１
　
経
営
基
盤
の
強
化

7

業務継続計画（BCP）等策定支援

8

産業政策課

大規模災害等の発災時にも事業を継続できるよう，市内事業者に対しBCP（事業継続計画）の策定を促すため，高知県が主催する関連講座等の周知や関連するセミナーを実
施するもの。

事業継続力強化計画策定支援セミナーを２回実施
①令和４年７月21日・7月26日（参加者数：29社30名）
②令和５年１月19日（参加者数：16社24名）

事業継続力強化計画策定支援セミナーを２回実施
①令和５年９月５日（参加者数：14社14名）
②令和６年３月１日（予定）

50

令和５年度（予算額）

50

令和４年度（決算額）

業務継続計画（BCP）等策定支援 介護保険課・障がい福祉課・高齢者支援課

市内の高齢者施設等の運営事業所を対象に，感染症及び自然災害が発生した場合に，高齢者福祉サービス等が安定的・継続的に提供されることが重要であることから，業務
継続計画（BCP）の策定を支援するための研修を実施するもの。

業務継続計画策定支援セミナーを１回開催
　日時：令和５年２月21日(参加者数：103事業所168人）

業務継続計画策定支援セミナーを１回開催
　日時：令和５年７月24日（参加者数：136事業所188人）

0

令和５年度（予算額）

0

令和４年度（決算額）

4



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 B　検討

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業所の津波浸水区域外への移転等の企業立地助成金の対象拡充について検討予定。

事業所の津波浸水区域外への移転等の支援について検討を行う。

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー

405,536

令和５年度（予算額）

402,550

令和４年度（決算額）

金額（千円）

金額（千円）

３
　
事
業
継
続
の
取
組
へ
の
支
援

１
　
経
営
基
盤
の
強
化

市内の津波浸水区域に存する工場又は事業所（以下「工場等」という。）が津波浸水区域外等に移転するために市外に転出することを防止するため，市内の津波浸水区域に存
する工場等を市内の当該区域外等に移転する中小企業に対する支援制度の実施を検討するもの。

－

【介護保険課】
〇介護基盤整備等事業費補助金（予算額：281,590千円）
ユニット化改修補助金額：　38,080千円（補助予定先：１施設）

【障がい福祉課・高齢者支援課】実績なし

【保育幼稚園課】（予算額：123,945千円）
　補助予定先：１施設

介護保険課・障がい福祉課・高齢者支援課・
保育幼稚園課

介護施設や障害福祉サービス事業所，民間保育所等において，施設整備に対して補助金等を交付するもの。

【介護保険課】（決算額：107,394千円）〇介護基盤整備等事業費補助金
施設整備補助金：　70,560千円（補助先：2施設）  開設準備補助金：　36,834千円（補助先：3施設）

【障がい福祉課】（決算額：60,020千円）R３繰越
　補助先：１施設

【高齢者支援課】
 実績なし

【保育幼稚園課】（決算額：235,136千円）〇民間保育所施設整備事業費補助金
 補助先：２施設

産業政策課

10

福祉施設等の整備に係る補助金

9

津波浸水区域立地工場等移転に関する支援

5



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

高知市産業活性化融資 産業政策課

高知市独自の低利で利便性の高い融資を行うことで，市内事業者の経営の安定や設備投資，事業拡大に係る資金調達の円滑化を図るもの。

融資保証残高：3,354,393千円（617件）
融資新規貸出累計：195,150千円（65件）

金額（千円）

金額（千円）

４
　
資
金
調
達
の
円
滑
化
の
た
め
の
支
援

２
　
経
営
安
定
化
の
促
進

50,500

令和５年度（予算額）

46,564

令和４年度（決算額）

11

融資保証残高：3,109,454千円（566件）
融資新規貸出累計：106,320千円（34件）

96,600

令和５年度（予算額）

96,600

令和４年度（決算額）

12

高知市産業活性化融資保証料補助金 産業政策課

市内事業者が高知市産業活性化融資規則に定める資金の融資を受けた際に，当該融資に必要な信用保証を行う者に対し，補助金を交付することにより，当該事業者の負担
する保証料の軽減を図り，経営の安定に資するもの。

保証料補助：32,738,941円（累計2,668件）
利子補給　 ：13,824,599円（累計857件）

保証料補助：16,163,428円（累計1,335件）
利子補給　 ：13,201,038円（累計754件）

6



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
対象事業者なし 令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

４
　
資
金
調
達
の
円
滑
化
の
た
め
の
支
援

２
　
経
営
安
定
化
の
促
進

４
　
資
金
調
達
の
円
滑
化
の
た
め
の
支
援

新たに分譲開始した「高知中央産業団地（布師田地区）」への受入企業に対し制度周知を図り，利用促進を図っていく。

13

高知市中小企業立地等促進利子補給金 産業政策課

企業立地の促進，中心市街地の活性化又は新事業若しくは農商工連携分野への投資意欲を高めることにより本市の産業振興を図るため，政府系金融機関の融資制度を利用
して事業用資金の融資を受けた者に対し，補給金を交付するもの。

対象事業者：２社
利子補給：925千円

0

令和５年度（予算額）

925

令和４年度（決算額）

14

コロナ関連融資返済対応に関する支援 産業政策課

令和２年に国及び県が実施したコロナ関連融資制度の据置期間が終了し，返済が本格化することから，その影響を緩和するための融資等について新たに実施を検討するも
の。

ー

経営改善計画策定等助成を開始（令和５年７月～）
概要：ゼロゼロ融資の返済開始及びアフターコロナの経営改善を見据え，市内の中小企業・小規模企業が取り
　　　　組む計画策定（「早期経営改善計画」「経営改善計画」「プレ再生支援・再生支援計画」）に関して費用助成
　　　　を行い，各企業の経営安定化を促進するもの。
助成金額：565千円
助成件数：７件

5,000

令和５年度（予算額）

ー

令和４年度（決算額）

7



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

２
　
経
営
安
定
化
の
促
進

５
　
創
造
的
な
事
業
活
動
等
に
対
す
る
支
援

15

先端設備等導入計画に従って導入された固定資産に関する課税標準の
特例

資産税課

先端設備等導入計画の認定を受けた中小企業者のうち，一定の要件を満たした場合，固定資産税の特例を受けることができるもの。

特例対象事業者　８３社

特例対象事業者　１０７社

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
金額（千円）

16

地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定を受けた事業者が設置
する施設に係る固定資産税の不均一課税

資産税課

地域再生法第１７条の２第３項の規定に基づき認定を受けた事業者に課する固定資産税で，整備計画に基づいて設置する特定業務施設の用に供する固定資産について税の
不均一課税を行うもの。

不均一課税対象事業者　１社

不均一課税対象事業者　無し

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
金額（千円）

8



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

５
　
創
造
的
な
事
業
活
動
等
に
対
す
る
支
援

２
　
経
営
安
定
化
の
促
進

17

承認企業立地計画の認定を受けた事業者が設置する施設に係る固定資
産税の免除

資産税課

地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に規定する承認地域経済牽引事業のための施設に課する固定資産税を免除するもの。

免除対象事業者　３社

免除対象事業者　３社

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
金額（千円）

18

高知市産業活性化条例に基づく指定団体等補助金 商業振興・外商支援課

本市産業の活性化を促進するため，商工業の育成強化に関し指導的役割を果たす団体等に対し，当該団体の活動を支援するため，補助金を交付するもの。

補助対象団体への補助金の交付４件
（高知商工会議所，高知県中小企業団体中央会，春野商工会，高知貿易情報センター）

補助対象団体への補助金の交付４件
（高知商工会議所，高知県中小企業団体中央会，春野商工会，高知貿易情報センター）

8,538

令和５年度（予算額）

8,538

令和４年度（決算額）
金額（千円）

令和５年度についても，令和4年度と同様に類似事業を国の交付金事業（令和５年度６月補正予算）で実施しており，本事業の実績は１件となっている。

19

高知市産業活性化条例に基づく共同事業助成金 商業振興・外商支援課

本市の商業振興を図るため，中小企業団体等及び商工団体が実施する商店街等イベント事業，販路開拓事業，調査・研修事業，情報化推進事業に対し支援するもの。

実績なし

組合が実施するイベント事業，情報発信事業等に対し助成を行った（事業実施件数：１件）

2,000

令和５年度（予算額）

0

令和４年度（決算額）
金額（千円）

9



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

６
　
経
営
に
資
す
る
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
提
供
の
実
施

５
　
創
造
的

な
事
業
活
動
等
に
対
す
る
支
援

２
　
経
営
安
定
化
の
促
進

地域共生社会推進課・地域コミュニティ推進課に相談窓口設置
企業からの相談件数：8件（うちマッチング件数：３件）

２回発行（６月・９月）

20

企業（事業者）と地域とのマッチング・奨励 地域共生社会推進課
地域コミュニティ推進課

地域課題の解決のため，社会貢献に関心のある企業（事業者）と市民ニーズのつなぎを行うとともに，地域活動に困りごとを抱えている市民活動団体等のマッチングを行う。
また，貢献いただいた企業を奨励する制度を構築するもの。

ー

金額（千円）
ー

令和５年度（予算額）

ー

令和４年度（決算額）

高知県よろず支援拠点高知市役所サテライト相談窓口を開設（令和５年７月～）
概要：中小企業・小規模事業者が直面する様々な経営課題について専門家が相談に応じ解決に向けた支援
       を行うことで，市域の中小企業の経営安定化及び経済活性化に寄与するもの。
相談件数：18件

21

労働ニュースの発行 産業政策課

勤労者福祉の充実などの労働環境の改善を目指して，労働関係の各種制度や法改正の周知，事業者及び勤労者に係る事業の周知などを掲載したリーフレットを関係団体等
に季刊（年４回）を配布しているもの。

年４回発行（６月・９月・12月・３月）

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

9 9

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー

22

情報提供体制の充実 産業政策課

中小企業・小規模企業の振興に資する情報を集約化するとともに，ホームページ等での情報発信や相談窓口の開設などについて，新たに実施を検討するもの。

ー

10



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

30,000

令和５年度（予算額）

50,087

令和４年度（決算額）
金額（千円）

７
　
コ
ロ
ナ
や
物
価
高
騰
・
資
源
高
の
影
響
緩
和

２
　
経
営
安
定
化
の
促
進

金額（千円）
15,610

令和５年度（予算額）令和４年度（決算額）

53,279

26

ウィンターナイトキャンペーン開催事業 観光企画課

観光客受入れの閑散期にあたる冬季における観光需要の喚起を図るため，クリスマスをテーマにしたイベントの開催等を行い，誘客へつなげていくもの。

クリスマスマーケットを10日間開催
　主催：高知市
　開催日：令和４年12月16日～12月25日
　来場者数：50,839人

クリスマスマーケットを11日間開催予定
　主催：クリスマスマーケットin高知実行委員会
　開催日（予定）：令和5年12月15日～12月25日
　目標来場者数：60,000人

25

観光客誘致に向けた取組 観光魅力創造課

観光魅力創造のため，観光プロモーション活動や効果的な情報発信等を行い，観光の推進を図るもの。

・「感！高知」プロモーション　　　令和4年７月1日～令和5年３月10日
・交通広告宣伝事業              　  令和５年１月26日～３月３１日
・桂浜公園歓迎装飾事業　　　  　 令和４年12月23日～令和5年4月28日
・新規観光周遊ルート開拓事業　 令和4年4月1日～令和5年3月31日

・「特捜戦隊デカレンジャー×高知市」観光プロモーション　令和6年初夏から事業開始に向け検討中。

・第70回よさこい祭り推進事業　令和5年４月18日～令和6年1月21日
（「高知の本気」プロモーション）
・観光周遊ルート情報発信　　　　 令和5年8月28日～令和6年3月31日

11



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

2,700

令和５年度（予算額）

ー

令和４年度（決算額）
金額（千円）

金額（千円）

８
　
人
材
確
保
の
支
援

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

28

新規雇用に関する支援 産業政策課

就職氷河期世代の雇用を促進するため，当該世代の求職者を雇用した事業主に対する支援制度を新たに実施するもの。
また，新規大学卒業者等の雇用を促進するための支援制度等を新たに検討するもの。

【就職氷河期世代】令和５年度新規事業のため，実績なし
【新規大学卒業者等】実績なし

【奨学金】
奨学金返済に関する県支援制度への上乗せ支援について検討中。
【新規大学卒業者等】
高知県内の複数の業界・業種の代表者を招き講義してもらうことで，学生に魅力ある職業を知ってもらう機会を創出するよう，学生向けに「業界研究ガイダンス」実施につい
て検討中。

【就職氷河期世代】5事業所（新規雇用５名）に対して250千円助成済
【新規大学卒業者等】未着手

29

無料職業紹介所 産業政策課

求職登録者に対し，職業紹介やカウンセリング等の支援を行うことにより，登録者の就職率向上を目指すもの。

就職者数　59人
求職者数（登録者数）　130人

就職者数　20人
求職者数（登録者数）　90人

10 10

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

12



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

８
　
人
材
確
保
の
支
援

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

令和５年度（予算額）

2,523

令和４年度（決算額）

2,600

令和５年度（予算額）

92

令和４年度（決算額）

31

高知市ＵＩターン等支援補助金 地域活性推進課

県外に在住する若者の本市への移住・定住を促進するため，市内企業に就職・転職またはテレワークにより，県外から本市に移住・定住する若者に対して，転入に係る荷物の
運搬費用を補助するもの。

補助金交付決定金額：92千円（3組３人）

補助金交付決定金額：99千円（1組1人）

30

地域雇用活性化推進事業（合同面接会等，ＩＴｺﾝﾃﾝﾂ企業就職支援ｾﾐﾅｰ
等）

高知市雇用創出促進協議会

デジタル化によるITスキルを備えた人材を育成するためのセミナー等の開催を通じ，市内事業所で広く求められる人材の育成を図り，併せて合同面接会等を開催してマッチ
ングを図るもの。

①IT・コンテンツ企業就職支援セミナー（令和４年11月18日～12月16日のうち７日間，全10回）　参加者数10人，就職者数４人
②IT・コンテンツ企業合同面談会（令和４年12月20日実施）　参加企業５社，参加者数19人，就職者数２人

①IT・コンテンツ企業就職支援セミナー（令和５年９月11日～９月25日のうち７日間，全10回）参加者数13人
②IT・コンテンツ企業合同面談会（令和５年９月27日実施）　参加企業５社，参加者数10人

3,068

本市が実施する他移住関連補助金と統合し，見直しの上，実施するよう検討中。

13



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

８
　
人
材
確
保
の
支
援

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

32

高知市地方創生移住支援金 地域活性推進課

東京圏からのＵＩＪターンの促進や中小企業等における担い手不足解消のため，東京23区の在住者または東京圏から23区への通勤者が本市へ移住し，県が運営するマッチ
ングサイト「高知求人ネット」に掲載されている中小企業等への就職，または高知県創業支援事業費補助金を活用して起業，若しくはテレワークにより移住前から就労している
企業等で引き続き就労する者に対して移住支援金を支給するもの。

支援金交付決定金額：１２，０００千円（13組27人）

支援金交付決定金額：13,300千円（13組28人）

高知市の周辺自治体との共同開催を検討中（年４回）。

24,50012,400

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

33

こうち介護カフェ 介護保険課

介護人材の離職防止・新規人材の確保に向けて，SNSでの情報発信をはじめ，平成30年度から始めた取り組みの一つ。介護の仕事に関わる様々な人を集め，普段はつなが
りのない他事業所の職員等と日頃の悩み等を共有し，“つながりをつくる場”として開催しているもの。

年３回開催
　参加者数：のべ１０３名

年２回開催
　参加者数：のべ２４１名

88114

14



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 B　検討

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

９
　
事
業
所
に
お
け
る
人
材
育
成
の
支
援

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

森林整備を担う林業経営体が行う林業技術職員（就業1～6年目）の育成事業に対し支援を行うことで，持続可能な林業の担い手を確保・育成を図り，森林の適正な管理を
行っていく。

34

林業技能者育成支援事業 鏡地域振興課

本市の林業振興及び森林の災害復旧を担う高知市森林組合及び林業事業体の技術職員の育成を支援することで，水源涵養等の公益的機能を高度に発揮できる森林の育成
を図るもの。

森林整備を担う人材育成のため，高知市森林組合の技術職員3人（雇用開始から6年目まで）の人材育成に要する経費に対して助成を行った。

令和5年度からは，林業の技術職員には欠かすことのできないチェーンソー等の機器・用具・安全装具の購入に係る
費用の助成を補助メニューに追加し，高知市森林組合の技術職員3名の人材育成に要する経費の助成を実施する
予定である。

5,072

令和５年度（予算額）

2,331

令和４年度（決算額）

他市や関係機関等が実施する資格取得に関する支援について把握するとともに，有効な支援策について研究していく。

35

資格取得への支援 産業政策課

従業者が業務に従事する上で必要な資格取得等に対する支援制度について新たに実施を検討するもの。

実績なし

検討中

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

９
　
事
業
所
に
お
け
る
人
材
育
成
の
支
援

人権同和・男女共同参画課

職場におけるジェンダー平等を推進するため，育児・介護休業制度の充実やワーク・ライフ・バランスの推進や女性活躍の推進など男女共同参画の取組を積極的に実施している事業者
を表彰するもの。

表彰企業数　６社

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

3620

人権同和・男女共同参画課

事業者に対し，企業の社会的責任としての人権尊重の理念を普及し，人権意識の涵養を図るため，企業向け人権講演会の実施や市主催の講演会等への参加を企業に広く周知するも
の。

企業向け人権講演会（動画配信・会場視聴）を実施
　動画視聴回数 700回，会場参加 ４名

企業向け人権講演会を令和５年12月８日に開催

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

422372

38

高知市男女共同参画推進企業表彰

37

企業への人権啓発活動の推進

表彰企業数　６社

1
0
　
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
の
支
援

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

36

地域雇用活性化推進事業（WEB採用力アップ，デジタル活用セミナー） 高知市雇用創出促進協議会

WEBを通じた人材採用活動のノウハウを学ぶためのセミナーや，業務におけるデジタルツールの活用方法について学ぶセミナーの開催を通じ，事業者にノウハウを提供する
ことで，魅力ある雇用機会の創出につなげるもの。

WEB採用力アップセミナー（令和５年２月27日・28日，全２回）　参加企業８社

①WEB採用力アップセミナー（令和５年８月17日・24日，全２回）　参加企業12社
②デジタル活用生産性向上セミナー（令和５年11月９日・10日，全２回）参加企業13社

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

1,191432
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
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針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

産業政策課

中小企業に雇用される勤労者等の勤労意欲及び技能の向上，文化・教養・福祉の充実に関する事業を行うとともに，勤労者の趣味や学習・交流の場として施設の貸出しを行うもの。

利用件数　1,644件／延べ利用人数　20,968人

利用件数　982件／延べ利用人数　12,681人

13,37311,637

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

384406

令和４年度（決算額）

産業政策課

永く同一職業に従事し，優れた技能をもって社会に貢献した人々の功績をたたえるとともに，技能職者の社会的，経済的地位及び技能水準の向上を図るもの。

表彰者　16名

令和５年度（予算額）

表彰者　11名

40

高知市勤労者交流館の運営

39

高知市技能功労者表彰

1
0
　
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
の
支
援
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
相談件数　７件 令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

金額（千円）

金額（千円）

1
1
　
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進

予算については，40（高知市勤労者交流館の運営）に含まれる。

産業政策課

勤労者交流館において，専門のカウンセラーによる労働問題に関する相談を行うもの。

相談件数　１３件

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー

41

高知市総合労働相談

42

キャリア教育に係る講座

1
0
　
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
の
支
援

３
　
人
材
育
成
・
人
材
確
保
の
促
進

産業政策課
商業振興・外商支援課

キャリア教育の一環となる講座について新たに実施を検討するもの。

実績なし

検討中

【新規大学卒業者等】
高知県内の複数の業界・業種の代表者を招き講義してもらうことで，学生に魅力ある職業を知ってもらう機会を創出するよう，学生向けに「業界研究ガイダンス」を実施につ
いて検討中。

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 B　検討

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 C　事業終了

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 B　検討

特記事項

1
3
　
企
業
立
地
へ
の
支
援

５
　
創
業
・
起
業
の
促
進

1
2
　
事
業
承
継
の
支
援

４
　
事
業
承
継
の
円
滑
化

ー

45

高知中央産業団地開発事業

44

事業承継に係る支援 産業政策課

事業承継計画策定に係る支援等について，新たに実施を検討するもの。

ー

高知県及び事業承継引継ぎ支援センターとの連携を視野に，有効的な支援策について研究・検討を行う。

金額（千円）
ー

検討中

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

産業政策課

操業環境の悪化や南海トラフ地震対策等による市内企業等の転出が危惧されるなか，市内企業の転出防止及び新たな企業立地促進に向け，高知県との共同開発による高知
中央産業団地の整備を行うもの。

県市共同開発の（仮称）高知布師田団地において道路整備工事，調整池・緑地整備工事，水路管理道整備工事，上下水道施設整備工事，分譲地整備工事を行った。また，高知
中央産業団地の斜面観測調査，維持管理工事等を行った。

令和６年度以降は維持管理のみのため事業終了とする。

46

産業団地の整備 産業政策課

市内企業の転出防止及び新たな企業立地促進に向け，新産業団地の検討を行うもの。

ー

操業環境の悪化や南海トラフ地震対策等による市内企業等の転出が危惧されるなか，市内企業の転出防止及び新たな企業立地促進に向け，農林部門及び都市計画部門と調
整を行いながら，産業用地の適地調査を行うよう検討中。

（仮称）高知布師田団地団地整備工事が完了し，分譲を行った。

ー

金額（千円）

金額（千円）

388,523

令和５年度（予算額）

950,415

令和４年度（決算額）

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

982

５
　
創
業
・
起
業
の
促
進

1
3
　
企
業
立
地
へ
の
支
援

47

企業立地助成金 産業政策課

企業立地を促進するため，産業団地等に工場等を新設する事業者に対して，助成金を交付するもの。

対象事業者：４社　助成額：109,373千円

高知中央産業団地（布師田地区）に入居する企業について，企業立地助成金の認定手続きを行う予定。

48

企業誘致推進事業 産業政策課

就職ニーズに合った事務系企業やコンテンツ関連企業などの誘致を行うもの。

誘致企業数：１企業

●立地企業合同企業説明会（高知県主催※高知市共催）を２回実施
①令和５年９月９日（参加企業数：11社　参加者数：22名）
②令和５年９月21日（参加企業数：10社　参加者数：40名）

対象事業者：5社

誘致企業数：３企業

●立地企業合同企業説明会（高知県主催※高知市共催）を２回実施
①令和４年９月15日（参加企業数：10社　参加者数：40名（オンライン視聴含む）
②令和４年９月30日（参加企業数：９社　参加者数：27名（オンライン視聴含む）

金額（千円）

金額（千円）

288,426

令和５年度（予算額）

109,373

令和４年度（決算額）

令和５年度（予算額）

223

令和４年度（決算額）

20



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

商業振興・外商支援課

中心市街地や商店街の空き店舗対策とともに創業者等を支援するため，商店街や中心市街地で新たに出店（新規創業・事業拡大）する事業者に対し，店舗賃借料の一部を補
助補助するもの。

補助金を活用し商店街及び中心市街地で出店した件数：9件

補助金（店舗賃借料補助）を活用し商店街及び中心市街地で出店した件数：11件

1
4
　
創
業
・
事
業
拡
大
・
新
分
野
開
拓
へ
の
支
援

５
　
創
業
・
起
業
の
促
進

50

高知市中心市街地活性化基本計画の推進（空き店舗活用創業支援事業
費補助金）

51

高知市中心市街地活性化基本計画の推進（空き店舗活用創業支援事業
費補助金※移住者対象）

商業振興・外商支援課

中心市街地や商店街の空き店舗対策とともに創業者等を支援するため，創業する移住者に対し，店舗の賃貸借に係る仲介手数料を補助するもの。

―

補助金（仲介手数料補助）を活用し商店街及び中心市街地で出店した件数：4件

金額（千円）

金額（千円）

3,500

令和５年度（予算額）令和４年度（決算額）

2,014

3,500

令和５年度（予算額）

2,014

令和４年度（決算額）
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 B　検討

特記事項

1
4
　
創
業
・
事
業
拡
大
・
新
分
野
開
拓
へ
の
支
援

５
　
創
業
・
起
業
の
促
進

52

高知市中心市街地活性化基本計画の推進（チャレンジショップ事業補助
金）

商業振興・外商支援課

商業者等の育成支援や商店街内の賑わい創出及び活性化の促進を図るため，商店街内の空き店舗を活用したチャレンジショップの運営に要する経費を補助するもの。

第13期チャレンジャー３組（ブティック，着物販売，コーヒー販売）の支援を実施した。

第1４期チャレンジャー２組（振袖レンタル・販売，雑貨小売）の支援を実施している（生花販売の事業者が体調不良の
ため令和５年７月に退店。）。

7,500

令和５年度（予算額）

7,320

令和４年度（決算額）
金額（千円）

53

スタートアップに関する支援 産業政策課
商業振興・外商支援課

創業や新事業展開等に関する支援について新たに実施を検討するもの。

ー

国や県，関係機関等が実施するスタートアップ支援について把握するとともに，有効な支援策について研究していく。

検討中

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
金額（千円）
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

1
5
　
新
商
品
開
発
・
地
域
資
源
活
用
へ
の
支
援

6
　
新
商
品
開
発
・
販
路
開
拓
の
促
進

54

地域林業総合支援事業 鏡地域振興課

地域の森林資源を有効に活用することで地域林業の振興と特用林産業の活性化を図るもの。

原木シイタケの生産活動を通して知的障害者の就労施設として地域活動を展開している福祉施設にクヌギ原木，シイタケ形成菌の購入費用を補助
クヌギ原木　5,000本
シイタケ形成菌　198シート（91,080駒）

原木シイタケの生産活動を通して知的障害者の就労施設として地域活動を展開している福祉施設にクヌギ原木，シ
イタケ形成菌の購入費用を補助予定
クヌギ原木　3,000本
シイタケ形成菌　154シート（70,840駒）

金額（千円）
929

令和５年度（予算額）

897

令和４年度（決算額）

55

れんけいこうち６次産業化推進事業 農林水産課

一次・二次・三次産業事業者の交流・マッチングの機会を創出・拡充することで，事業者間のコラボレーションによる新商品開発や販路開拓の促進を図る「農商工連携マッチン
グセミナー」を開催するもの。

一次・二次・三次産業事業者を対象とした農商工連携（６次産業化）マッチングセミナーを開催
　日時：令和４年12月１日（参加者：35事業者35名）

一次・二次・三次産業事業者を対象とした６次産業セミナーを開催
　日時：令和５年12月12日

金額（千円）
470,000

令和５年度（予算額）

479,000

令和４年度（決算額）
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

1
5
　
新
商
品
開
発
・
地
域
資
源
活
用
へ
の
支
援

1
6
　
販
路
開
拓
・
販
売
促
進
へ
の
支
援

6
　
新
商
品
開
発
・
販
路
開
拓
の
促
進

56

地域雇用活性化推進事業（伴走型支援） 高知市雇用創出促進協議会

魅力ある雇用創出に意欲のある市内の食料品製造業者に対し，専門家から高付加価値製品の開発及びその後の事業展開のアドバイスを行うもの。また、取組を通じて得られ
た好事例を収集して地域内の企業へ展開し，魅力ある雇用の創出の好循環を生み出すもの。

●販売力強化セミナー（参加企業18社　雇用者4名）
●企業個別面談（参加事業者５社）
●伴走型支援事業者選定会（選定済10社）
●首都圏販売会（テストマーケティング）（参加事業者12社）

●販路拡大セミナー「原価計算＆商談会事前対策セミナー」（参加企業16社）
●高付加価値製品の開発（参加事業者10社）
●県内商談会（参加事業者13社）
●テストマーケティング（参加事業者13社）
●企業個別フォローアップ面談実施予定（参加事業者10社）

金額（千円）
10,752

令和５年度（予算額）

3,321

令和４年度（決算額）

57

販路拡大サポート事業費補助金 商業振興・外商支援課

積極的に取引開拓を行う中小企業者に対し，見本市への出展やそれに伴う出張旅費，また広告掲載等の商品発信にかかる経費の一部を補助するもの。

交付決定件数：39件
交付決定額：4,629千円
事業効果：80,311千円（6か月後）

交付決定件数：45件
交付決定額：3,847千円

金額（千円）
6,100

令和５年度（予算額）

4,629

令和４年度（決算額）
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「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項

1
6
　
販
路
開
拓
・
販
売
促
進
へ
の
支
援

6
　
新
商
品
開
発
・
販
路
開
拓
の
促
進

58

れんけいこうち新市場開拓支援事業費 商業振興・外商支援課

見本市への共同出展や，バイヤー招聘型商談会の開催など，新市場の開拓及び商品の定番化を目指し，圏域市町村が共同で外商活動を行うことで，経済効果の波及を目指す
もの。

①バイヤー招聘型商談会の開催
　・こうちプレミアム現地商談会（令和４年11月29日～30日）　高知市で開催
　　参加事業者：25事業者（高知市18者，その他市町村７者）　 成約額：386千円（６か月後）
②見本市への共同出展
　・グルメ＆ダイニングスタイルショー秋2022（令和４年9月7日～９日）
　　出展者：31事業者（高知市15者，その他市町村16者）　　成約額：101,896千円（12か月後）
③関西圏での物産展開催
　・「はじめまして　こうちフェア」（令和４年10月27日～11月13日）　　場所：東急ハンズ江坂店（大阪府吹田市）
　　販売点数6,761点　　総売上：3,731千円

①バイヤー招聘型商談会の開催
　・こうちプレミアム現地商談会（令和５年11月29日～30日）
　　　高知市で開催　　参加事業者：22事業者（高知市11者，その他市町村11者）
②見本市への共同出展
　・第34回グルメ＆ダイニングスタイルショー秋2023(令和５年９月６日～８日)
　　　出展者：22事業者（高知市11者・その他市町村11者）
　・第２回Good Foods EXPO関西(令和５年９月27日～29日)
　　　出展者：10事業者（高知市３者・その他市町村７者）
③関西圏での市場調査
　・大阪市北区にある大阪駅・梅田駅周辺「キタエリア」等を中心とした市場調査の実施
　・物産展「うまいもの市高知フェア」の開催
　 A：阪急三番街（大阪市北区） 令和５年11月1日～30日
　　　　　出品事業者数：56事業者（高知市20者・その他市町村36者）59商品
　 B：大丸梅田店（大阪市北区） 令和６年１月24日～2月２日
　　　　　出品事業者数: 25事業者(高知市12者・その他市町村13者)44商品
④「外商支援及び販路拡大等に関する協定」に係る事業の実施
　・コンテスト（食べるJAPAN美味アワード2024）への出品支援
　  県内24商品から18商品が商品認定
　・香港向け食品輸出商談会 in 高知市（令和５年11月10日開催）
　　　 参加事業者：3６事業者（高知市12者，その他市町村24者）
   ・ECサイト「まぜ南風コレクション」への商品掲載支援(令和６年２月掲載予定）
　 ・商談シート作成やバイヤーに対する事後フォロー等の実施

金額（千円）

令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

45,58818,482
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59

れんけいこうち地場産品販路拡大推進事業 商業振興・外商支援課

県内最大消費地である高知市における地場産品の展示・販売の場を確保し，圏域事業者の販売支援，商品力向上を図るもの。

①「れんけいブース」等の設置及び地場産品等の展示・販売
　・とさのさとアグリコレット　　売上金額：84,407千円　　売上点数：147,757点
　・高知大丸東館５階内セレクトショップ  「Loka」（令和４年９月～）　売上金額：1,483千円　売上点数2,214点
　・高知大丸東館５階「チャレンジショップ」「チャレンジキッチン」（令和４年９月～）　　売上金額：6,877千円
②TSUNAGUマーケットinアグリコレットの開催
　 日時：令和４年10月22日（土）・23日（日）　　売上：1,919千円
③「ビジネスフェア中四国2023への共同出展
 　日時：令和５年２月1日～２日　　県内出展事業者：9事業者（高知市内6・その他市町村3）　　成約金額：5,894千円（３か月後）

①「れんけいブース」等の設置及び地場産品等の展示・販売
　・高知大丸東館５階内セレクトショップ  「Loka」（令和５年４月～11月）
　　　 売上金額：1,873千円　売上点数2,924点
　・高知大丸東館５階内「チャレンジショップ」「チャレンジキッチン」（令和５年４月～11月）　売上金額：4,766千円
②高知大丸東館５階OMCHI360への誘客促進事業の実施
・牧野富太郎ギャラリー設置（令和５年9月20日～10月31日）

　・佐川おもちゃ美術館との連携による「こどものひろば」（10月～2月まで毎月１回）
　・OMACHI360スタンプラリー・お絵描き缶バッチ作成企画（11月～１月）
③TSUNAGUマーケット～テイクアウトフェスタ～
　 日時：令和６年1月20日（土）・21日（日）開催　　　　場所：高知市中央公園（高知市帯屋町）
 出店者数：44事業者（うち高知市21者，その他市町村23者）

④TSUNAGUマーケットinアグリコレット
　 日時：令和６年３月16日（土）・17日（日）開催予定　場所：とさのさとアグリコレット（高知市北御座）

金額（千円）
32,915

令和５年度（予算額）

9,227

令和４年度（決算額）
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60

れんけいこうち伝統産業推進事業 商業振興・外商支援課

ECサイト等を活用し，伝統的産品の知名度向上を図り，県内外における販路拡大を支援するもの。

①伝統的工芸品等紹介パンフレット配布，ウェブサイトでのPR
　・パンフレット配布部数1,130部　　ウェブサイト閲覧数111,599ビュー
②ECサイトを活用した販路拡大支援（ハンドメイド品のECサイト（クリーマ）とコラボした各種事業実施）
　・ECサイトへの商品出品支援（圏域の伝統産業事業者16者）
　・事業者に対するEC販売導入セミナーや個別アドバイスの実施
　・ECサイト内に高知県の伝統的産品と出品事業者商品を紹介する特集記事の配信，特設ランディングページ配信(令和４年12月2日～)
　・大型クラフトイベント「Handmade In Japan　Fes冬」に出展し，テストマーケティング実施(令和５年１月21日～22日)

①伝統的工芸品等紹介パンフレット配布，ウェブサイトでのPR
　 ・パンフレット配布部数1,280部　　ウェブサイト閲覧数66,234ビュー
②ECサイトを活用した販路拡大支援（ハンドメイド品のECサイト（クリーマ）とコラボした各種事業実施）
　・ECサイトへの商品出品支援（圏域の伝統産業事業者16者）
　・事業者に対する個別アドバイスの実施
　・ECサイト内に高知県の伝統的産品と出品事業者商品を紹介する特設ランディングページVol２及び
    メルマガ配信(令和５年９月19日～)等による広報実施
③伝統的工芸品等事業者への事業推進に係る補助支援
　・申請件数：３件　交付決定額　376千円

金額（千円）
2,326

令和５年度（予算額）

6,820

令和４年度（決算額）
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63

高知市入札・契約制度基本方針等に基づく公共調達の実施 各課

地域内循環の一助ともなる公共調達の競争性，公平性，公正性及び透明性を高め，調達するものの品質，価格及び履行の適正を確保するとともに，労働者の適正な労働条件
を確保する等の社会的価値の実現を図るもの。

【物品購入等】※10万円以上の発注件数（教育委員会は80万円以上）
物品購入発注件数…344件
　うち市内業者受注件数…254件(73.84％)
　うち準市内業者（本社は高知市外にあるが，高知市内の支社等に契約・入札行為等を委任する業者）受注件数…57件(16.57％）
　うち県内業者受注件数… 24件( 6.98％)
　うち県外業者受注件数…9件( 2.61％)

【建設工事】※130万円以上の発注規模
建設工事（※１）発注件数…437件
　うち市内業者受注件数…423件（96.80％）
　うち市外業者受注件数…14件（ 3.20％）

【物品購入等】令和４年度と同様
物品購入発注件数…231件
　うち市内業者受注件数…173件(74.89％)
　うち準市内業者受注件数…36件(15.59％）
　うち県内業者受注件数…15件( 6.49％)
　うち県外業者受注件数…7件( 3.03％)

【建設工事】令和4年度と同様
建設工事（※１）発注件数…357件
　　うち市内業者受注件数…346件（96.92％）
　　うち市外業者受注件数…11件（ 3.08％

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
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64

高知市観光振興計画の着実な推進 観光魅力創造課・観光企画課

高知市観光振興計画に基づき，近年の情報化社会の進展やライフスタイルの変化による観光ニーズの多様化など，観光を取り巻く環境の変化に対応し，更なる観光振興を図
るもの。

高知市観光振興計画推進委員会フォローアップ会議を令和５年２月６日に開催し，高知市観光振興計画の進捗状況と今後の方向性について意見交換等を行った。

令和５年度に改訂した高知市振興計画の基本理念や目標の達成に向け，分類した施策ごとの具体的な事業に取り組んでいく。

高知市観光振興計画の改訂（計画期間令和６～10年度）
・高知市観光振興計画策定業務の委託契約を令和５年８月に締結。
・高知市観光振興計画推進委員会の開催（全３回）
  第１回：令和５年10月23日，第２回：令和５年11月21日，第３回：令和６年２月21日（予定）

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

1,52443

65

高知市観光振興助成金（高知市産業活性化条例） 観光魅力創造課・観光企画課

本市の観光振興と雇用促進を図るため，広域観光の核となり，観光客の誘致が見込まれる施設の新設費用を助成するもの。

対象案件なし

令和６年度の対象案件がない見込

対象案件なし

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー
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66

高知市中心市街地活性化基本計画の着実な推進 商業振興・外商支援課

少子高齢化，消費生活の変化などに対応した街なかの生活基盤の充実や回遊性の向上により中心市街地の活性化を図るもの。

第二期計画に登載している60事業の推進
令和５年４月から令和１０年３月を計画期間とする第三期計画の策定（令和５年３月１７日内閣総理大臣認定）

計画登載事業については，事業ごとに所管課及び県，民間が実施主体となっており，商業振興・外商支援課は所管する個別事業の推進及び計画全体の進捗管理を行ってい
る。

第二期計画の最終フォローアップ
第三期計画に登載している５８事業の推進

金額（千円）
令和４年度（決算額） 令和５年度（予算額）

ー ー

67

中心市街地活性化推進補助金（TMO補助金） 商業振興・外商支援課

本市中心市街地の商業機能強化を図るため策定された「高知TMO構想」を推進することで，より魅力ある中心街を目指し，集客力の向上を図るため各種事業を展開するも
の。

①エスコーターズ事業（毎週日曜日に行う商店街での案内・挨拶活動の実施等）の実施
②「第１５回高知まちゼミ」（個店のリピーターやファンづくりを目的として商店主が講師となって実施するミニ講座）の開催
　　講座数：30講座，参加人数281人
③空き店舗調査の実施
④創業支援
　「高知市空き店舗活用創業支援事業費」を活用して創業する事業者に対し事業計画書の作成を１１件支援

①エスコーターズ事業の実施
②「第１6回高知まちゼミ」の開催
③空き店舗調査の実施
④創業支援

金額（千円）
3,000

令和５年度（予算額）

2,784

令和４年度（決算額）
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ー ー
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69

高知市街路市活性化構想の着実な推進 商業振興・外商支援課

来場者の減少，出店者の高齢化及び減少といった緊急課題の解決に取組み，地域資源としての街路市の発展・活性化を推進するもの。

①街路市活性化構想推進委員会開催
②重点実施事業の実施（パンフレットやFacebook等による情報提供の強化，他市観光市，街路市サミットなどとのネットワークづくり，高知大学等の日曜市での活動への協
力）

通行量調査，アンケート調査等を実施し，次期高知市街路市活性化構想を策定予定。

①街路市活性化行動推進委員会開催
②重点実施事業の実施（街路市商品券購入チケット制度の検討，小学校の授業や教材を通じた街路市文化の伝承，
小学生等の受け入れ体制の充実）
③次期活性化構想策定の調査方法，アンケート調査内容の検討

金額（千円）
1,188

令和５年度（予算額）

65

令和４年度（決算額）

70

地産地消に向けた啓発事業

市民・事業者向けに地産地消に向けた啓発事業について新たに実施を検討するもの。

ー

県，関係機関等が実施する地産地消に向けた啓発事業について把握するとともに，有効な啓発活動について研究していく。

検討中

金額（千円）

31



「高知市中小企業・小規模企業振興戦略プラン」登載事業の取組状況

基
本
方
針

取
組

事
業
№

事業概要・事業実績等

事業名 担当課

事業概要

令和４年度
事業実績

令和５年度
事業実績

（11月時点）
令和６年度事業予定 A　実施

特記事項
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令和５年度（予算額）

152

令和４年度（決算額）

商業振興・外商支援課

高知港へ寄港する客船等の乗客等に，高知の良さをＰＲし高知らしい歓迎行事，お見送り等のおもてなしを行い，客船等の定着化や新たな客船等を誘致するとともに，県下市
町村の新たな観光資源を掘り起こし，乗船客の圏域への周遊促進を目指すもの。

①客船寄港実績　　　15回（邦船８回，外国船７回）
②海上自衛隊艦船　　 ２回

①客船寄港実績　　　57回予定（邦船２回，外国船５５回）　　　　②海上自衛隊艦船　  3回予定
③クルーズ観光物産フェア開催
　客船寄港時に高知市中心部ひろめ市場において，県内市町村の観光PRと地場産品販売を行うイベントを計３回
（令和５年10月25日，11月3日，11月12日）開催した。
　・参加事業者　合計24事業者（高知市7事業者，その他市町村17事業者）
　・売上額　　　　合計703千円
　・来場者数　　 合計2,712人

7
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74

ポートセールス推進事業 商業振興・外商支援課

高知港の整備促進，機能強化，航路誘致を図るほか，貨物船・自衛艦船・研究船・クルーズ客船等の寄港誘致を推進するもの。

県や関係機関と連携した寄港誘致活動等の実施
・高知県クルーズ船モニターツアー・オプショナルツアー商談会（令和４年11月8日～11月10日）での寄港誘致活動

県や関係機関と連携した寄港誘致活動等の実施
・高知県クルーズ船モニターツアー・オプショナルツアー商談会（令和５年11月7日～11月9日）での寄港誘致活動

73

れんけいこうち大型船舶寄港誘致

金額（千円）

金額（千円）

48,297

令和５年度（予算額）

11,174

令和４年度（決算額）

274
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高知市経営改善計画策定等助成金のお知らせ

するため

➣ 中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者または同法第２条第５号に規定する小規模企業者

であること。

➣ 次のいずれかに該当する事業者であること。

⑴ 個人で，市内に住民基本台帳に記録されており，県内において事業を営む者。

⑵ 個人で，市外に住民基本台帳に記録されている者のうち，市内において事業を営む者。

⑶ 法人で，市内において事業を営む者。

➣ 市税を滞納していないこと。

➣ 次のいずれかの計画を策定していること。

⑴ 早期経営改善計画

⑵ 経営改善計画

⑶ プレ再生計画・再生計画

対象事業者

交付申請までの流れ

助成対象経費・必要書類は裏面をご覧ください。

高知市本町５丁目１-45 第二庁舎２階
TEL：088-823-9456 FAX：088-823-9492
Email：kc-150600@city.kochi.lg.jp

問合せ・申請先：高知市産業政策課

計
画
策
定
後
６
か
月
以
内
に
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。
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助成対象経費・助成金額

助成対象経費 助成率 助成限度額

早期経営改善計画策定支援費用のうち，助成対象事業者が認定経営革
新等支援機関に支払った額

３分の１

２万円

経営改善計画のＤＤ・計画策定支援費用のうち，助成対象事業者が認
定経営革新等支援機関に支払った額

10万円

プレ再生計画・再生計画の財務・事業ＤＤ，計画策定支援費用のう
ち，助成対象事業者が外部専門家（弁護士，公認会計士，税理士，中
小企業診断士等）に支払った額

20万円

※消費税等は除く

申請に必要な書類

申請者

※納税証明書（官公庁提出用）が取得できない場合等は，お問合せください。

策定した計画

※その他，別途書類を求める場合があります。 3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知市役所 商工観光部 産業政策課 

応募要領・提出様式等の詳細はこちらから ⇒ http://cms4.city.kochi.kochi.jp/index2.html 

お問い合わせはこちらまで ⇒ E-mail kc-151701@city.kochi.lg.jp 

TEL 088-823-9456（平日 8時 30分～17時 15分） 

高知市 

＜ 補 助 金 の 交 付 額 ＞ 

＜ 補 助 対 象 者 ＞ ＜ 対 象 設 備 ＞ 

＜ 募 集 期 間 ＞ 

令和６年２月 29日（木）～令和６年 12月 27 日（金） 

※ 補助金予算の上限に達し次第，受付を終了します。 

〇３年以上本市に事業所を有している中小企業

者 

〇物価高騰の影響を受けている事業者のうち，

本市の補助要件を満たす事業者 

QR 

〇先端設備等導入計画に記載のある設備等

のうち，本市の補助要件を満たす設備等 

本事業の詳細についてはＨＰでご確認ください。 

上限３００万円 ／  補助率２／３

※補助対象者・対象設備については裏面もご確認ください。 

物価高騰の影響を乗り越えるため，設備等を新たに導入し，自社の生産性を向上させたい

とお考えの方へ，設備等導入経費の一部を補助します。

高 知 市 設 備 導 入 補 助 金 の ご 案 内 
高知市中小企業等生産性向上設備導入支援事業費補助金 （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業） 

〇先端設備等導入計画（同計画内で賃上げ

の方針を表明したものに限る。）を策定

し，本市の新規認定を受けた事業者 

（作成中）
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. 補助対象者について 

① 令和６年２月〇日以降，かつ本補助金申請日時点において，先端設備等導入計画における

市の認定を受けていること。（変更の認定は除く。）

   先端設備等導入計画については，計画内に賃上げの方針を従業員へ表明した旨を記載するとと

もに，従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面を添付しているものに限ります。 

② 本補助金申請日時点において，３年以上市内に事業所を有し，かつ，先端設備等の導入により生

産性を向上させようとする事業を３年以上継続して実施している法人又は個人

③ 以下のいずれかの要件を満たす者。

・物価高騰以降の事業年度（2022年４月以降に事業年度の終了の日を迎える事業年度）の営業利益

額（※）が，物価高騰以前の事業年度（2019 年 12 月 31 日～2021 年 12 月 31 日までに事業年度の

終了を迎える事業年度）の営業利益額と比較して５％以上減少していること。 

・物価高騰以降の事業年度（2022年４月以降に事業年度の終了の日を迎える事業年度）のうち，連

続する３か月の合計営業利益額（※）が，物価高騰以前の事業年度（2019 年 12 月 31 日～2021 年

12月 31日までに事業年度の終了を迎える事業年度）の同３か月の合計営業利益額と比較して５％

以上減少していること。 

対象設備について 

高知市の認定を受けた先端設備等導入計画に記載のある設備等，認定経営革新等支援機関の確認を受け

た投資計画に記載された投資の目的を達成するために必要な下記の設備等の購入費となります。 

① 機械及び装置で１台又は１基の取得価格が160万円以上のもの

② 器具及び備品で１台又は１基の取得価格が30万円以上のもの

③ 測定工具及び検査工具で１台又は１基の取得価格が30万円以上のもの

④ 建物附属設備で１台又は１基の取得価格が60万円以上のもの

（家屋と一体で課税されるものを除く。）

⑤ 上記の設備等の導入に不可欠なソフトウェアで１式の取得価格が30万円以上の

もの

※ 取得価格とは，導入する設備等の１台又は１基（通常１単位として取引されるもの）の購入代価に

なります。ただし，ソフトウェアについては，１式（通常１単位として取引されるもの）の購入代価

をいいます。 

※ 消費税及び地方消費税の額を除いた費用が補助対象額となります。 

注 意 事 項 

上記の条件については，補助要件の一部になります。その他対象外経費や提出様式及び提出資

料等の詳細については「高知市中小企業等生産性向上設備導入補助金募集要領」に詳しく記

載しておりますので，そちらでご確認ください。
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就職氷河期世代の方を新たに雇用すると，国が実施する「特定求職者雇用開発助成金（就

職氷河期世代安定雇用実現コース）」※の対象になる場合があります。 

また，高知市では，高知市の事業所で，高知市在住の労働者を雇用して上記助成金の交付

を受けた事業者に，雇用促進・人材定着の支援のため「高知市就職氷河期世代雇用促進支援

助成金」を支給しています。 

新たな雇用をお考えでしたら，就職氷河期世代の方の求人を積極的にご検討ください。 

※ 特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）について 

就職氷河期に就職の機会を逃したことなどによりキャリア形成がなされず，正規雇用労働者として

の就業が困難な方を支援し，その就職を促進するため，対象労働者（生年月日が昭和 43年４月２日

から昭和 63年４月１日の間の方，その他要件有）を正規雇用労働者として雇い入れる事業主に対し

て支給されるものです。（最大 60万円） 

（国の助成金の詳細は，厚生労働省のホームページで確認してください。） 

〇お問い合せ先・申請窓口 
高知労働局 助成金センター  （電話） 088－878－5328 
（住所） 高知市大津乙 2536-6高知公共職業安定所 3階 

高知市の 

『高知市就職氷河期世代雇用促進支援助成金』 

対象労働者１人につき，６万円助成 

※ただし，対象労働者１名につき１回限り 

支給には要件があります。詳しくは，産業政策課 HPをご覧ください。⇒ 

〇お問い合せ先 産業政策課 （電話）088－823-9456 

（住所）高知市本町５丁目 1番 45号 第二庁舎２階 

高知市の助成金 

交付決定を 

受けたら申請 

申請に必要な書類 

・申請兼請求書 

・国の助成金の交付決定通知書 

・労働局に提出した書類の写し 

・納税証明書 

・労働者の住所確認書類 

・通帳の写し 

高知市産業政策課からのお知らせ 
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〒780-8571高知市本町５丁目１-45 高知市役所本庁舎4階
TEL：088-823-8813 ＦＡＸ：088-823-9382  E-mail：kochi-life@city.kochi.lg.jp

高知市の移住・定住情報
「こうちらいふ」

高知市地域活性推進課移住・定住促進室

お問い合わせ先

高知市ＵＩターン等支援事業費補助金

29歳以下の方のＵＩターン等を支援します

高知県外在住の若者が、高知県内企業への就職や転職、テレワーク等を活用して

県外から高知市へ転入された際の引越し費用を補助します。

キャッシュバック
を

高知県外から高知市への

補助
金額 上限10万円

③ 高知県内企業に就職・転職、またはテレワークにより就業する。

① 高知市へ転入する前に、高知市の移住・定住促進室へ移住相談をする。

申請手続き 補助要件、補助対象経費については裏面をご覧ください。

●行政機関への就職は対象外となります。

●県外から高知市へ転入する際の、引越し業者に支払う荷物運送費用が補助対象となります。

●転入する前に、高知市へ本人が移住相談し、名前や連絡先を伝える必要があります。

② 高知県外から高知市へ転入し、賃貸借期間が１年以上の本人契約の物件に入居する。

④ 高知県が実施する「高知家で暮らし隊」に会員登録する。

⑤ 高知市へ転入後、３か月を経過してから、転入した日が属する年度の翌年度の末日
までに高知市へ補助金の申請をする。

高知家で暮らし隊
登録ページ

●受付は、予算の範囲内で、先着順となります。
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補助対象者（下記の⑴～⑼をすべて満たし、勤務形態によって⑽～⑿を満たす方）

補助対象となる費用と補助金額

高知市への転入に係る荷物の運送に要する費用 上限10万円
・引越し事業者への支払いに係るものに限る（宅配便は対象外）。
・就職若しくは転職先の企業又はテレワークの所属先企業等から同様の性格があると認めれられる補助、
手当等の金額を控除した額。

⑴全ての申請者について提出が必要な書類
ア ＵＩターン等支援事業調査書
イ 補助対象者に高知市税（※１）及び高知県税（※２）の滞納がないことの証明書
ウ 補助対象者の住民票の写し
エ 転入に係る荷物の運送に要する引越し事業者への支払額が確認できる領収書等の写し
オ 入居する物件の賃貸借契約書の写し
カ その他市長が必要と認める書類

⑵就職・転職の場合に提出が必要な書類
勤務先での雇用形態等を確認できる就業証明書等

⑶テレワークの場合に提出が必要な書類
移住前から勤務している企業等で引き続き就労する就業証明書等

※１ 高知市税の滞納がないことの証明 高知市資産税課 税務証明係（本町５丁目1-45高知市役所本庁舎２階）で、
「ＵＩターン支援事業費補助のための納税証明書」を申請してください（各地域の窓口センターでは発行できませんので、
ご注意ください）。

※２ 高知県税の滞納がないことの証明 高知市役所近辺の「中央西県税事務所」（丸ノ内1-7-52高知県庁西庁舎内）で
納税証明書（個人）を請求することができます。ただし、配偶者の納税証明書は委任状が必要になります。詳しくは「高知
県庁ホームページ」をご覧ください。

申請書に添付する書類

⑴ 本市への移住直前において県外に居住しており、高知市での居住期間が３か月以上かつ転入した日の属する
年度の翌年度の末日を経過していない。

⑵ 本市へＵＩターン等した日の属する年度の３月31日時点において満29歳以下であること。
⑶ 本市内の物件を１年以上の賃貸借期間で契約し、現に居住していること。
⑷ 過去２年以内に、オンライン相談等により本市の移住・定住促進室に移住相談していること。
⑸ 高知県が実施する「高知家で暮らし隊」の会員に登録していること。
⑹ 高知県税及び高知市税を滞納がないこと。
⑺ 国や地方公共団体等から、この補助金と同様の性格があると認められる補助等を受けていないこと。
⑻ 過去にこの補助金の交付を受けていないこと。
⑼ 高知市事業からの暴力団の排除に関する規則（平成23年規則第28号）第４条各号のいずれにも該当していな

いこと。

（就職・転職の場合）
⑽ 高知県に本店若しくは主たる事務所又は支社等を有する企業で正社員（期間の定めがなく、かつ、１週間

の所定労働時間を20時間以上とする雇用契約により雇用されている者をいう。）として勤務している。
⑾ 勤務先は、３親等内の親族が代表者、取締役等の経営を担う職務を務める個人又は法人ではない。

（テレワークの場合）
⑿ 移住前の企業等との雇用関係を継続したまま自己の意思により高知市へ移住し、かつ、高知市を生活の

本拠として、移住後も雇用関係を継続する企業等の業務を引き続き行っている。
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中小企業・小規模企業版県政世論調査の最終報告について

（１）事業者調査（民間事業者に委託してアンケート調査実施）
①調査期間 令和５年８月24日～９月15日
②調査地域 高知県全域
③調査対象 県内の中小企業・小規模企業（個人の農林漁業者を除く）
④調査方法 郵送回答、インターネット回答の併用
⑤調査数 3,000事業者（R3経済センサスの業種構成比を元に受託者が保

有するデータベースより無作為抽出）
⑥回答数 1,162事業者（回答率38.7%）

（２）農林漁業者(個人)調査（県が直接アンケート調査を実施）
①調査期間 令和５年10月～12月
②調査地域 高知県全域
③調査対象 県内の個人の農林漁業者
④調査方法 郵送による調査、県職員による対面調査の併用
⑤調査数 717者（郵送490者、対面227者）

⑥回答数 416者（郵送189者、対面227者）

１ 調査の概要について

(1) 個人・法人の別 [事業者Q.1]

(2) 資本金の額 [事業者Q.2]

(3) 主たる業種

全 体 農業 林業 漁業
鉱業、採石
業、砂利採
取業

建設業 製造業
電気･ガス･
熱供給･水
道業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

数 1162 14 18 17 10 107 109 21 17 28 307

% 100.0 1.2 1.5 1.5 0.9 9.2 9.4 1.8 1.5 2.4 26.4

金融業、
保険業

不動産業、
物品賃貸
業

学術研究、
専門･技術
サービス業

宿泊業、
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス業、
娯楽業

教育、学
習支援業

医療、福
祉

複合サービ
ス業

サービス
業

無回答

数 31 29 33 41 26 13 144 7 145 45

% 2.7 2.5 2.8 3.5 2.2 1.1 12.4 0.6 12.5 3.9

(4) 所在地、就業地
[事業者Q.4]
[農林漁Q.2]

[事業者Q.3]
[農林漁Q.1]

N=
1162

N=
1162

２ 調査結果 基本情報

２ 調査結果 基本情報

1

内訳 農業…郵送400者
対面186者

林業…郵送90者
漁業…対面41者

内訳 農業…郵送163者
対面186者

林業…郵送26者
漁業…対面41者

事業者調査

16.8 82.6
0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人事業者 法人 無回答

12.3 18.2 13.5 30.3 6.8 18.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

250万円未満 250～500万円未満 500～1000万円未満

1000～5000万円未満 5000万円以上 無回答

事業者調査

事業者調査

農林漁業者調査

全体 農業 林業 漁業 無回答

数 416 349 26 41 0

% 100.0 83.9 6.3 9.9 0.0

事業者調査・農林漁業者調査

全 体 高知市 室戸市 安芸市 南国市 土佐市 須崎市 宿毛市 土佐清水市

数 1578 631 39 56 81 38 54 59 34

% 100.0 40.0 2.5 3.5 5.1 2.4 3.4 3.7 2.2 

四万十市 香南市 香美市 東洋町 奈半利町 田野町 安田町 北川村 馬路村

数 97 69 47 6 12 11 19 3 3

% 6.1 4.4 3.0 0.4 0.8 0.7 1.2 0.2 0.2 

芸西村 本山町 大豊町 土佐町 大川村 いの町 仁淀川町 中土佐町 佐川町

数 17 22 20 20 1 35 16 11 24

% 1.1 1.4 1.3 1.3 0.1 2.2 1.0 0.7 1.5 

越知町 檮原町 日高村 津野町 四万十町 大月町 三原村 黒潮町 無回答

数 11 12 14 16 42 9 8 25 16

% 0.7 0.8 0.9 1.0 2.7 0.6 0.5 1.6 1.0 

令和５年度第２回高知県中小企業・小規模企業振興審議会
（令和６年２月14日開催）配付資料

令 和 ６ 年 ２ 月 １ ５ 日
高知市中小企業・小規模企業振興審議会
参 考 資 料 ２



３ 調査結果 経営動向

(1) 前期（令和４年）の業績（営業利益）について、
前々期（令和３年）と比較していかがでしたか

[事業者問1-1]

[農林漁問1-1]

• 「前々期並み」（40.9%）が最も多く、次に「悪かった」（33.7%）が多い

(2) 今期（令和５年）の業績（営業利益）見通しについて、
前期（令和４年）と比較していかがですか

• 「前期並み」（45%）が最も多く、次に「悪くなる」（36.9%）が多い

2

業種別クロス集計

業種別クロス集計

(6) 経営者の年齢層
[事業者Q.6]

[農林漁Q.3]

(7) 常時使用している従業者数（パート等を含む、代表者を除く） [事業者Q.7]

N=
1162

事業者調査

農林漁業者調査

0.1

2.2

12.0 22.6 31.5 25.0 4.6
2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代以上 無回答

18.8 23.8 16.4 16.0 7.6 7.7 4.6

2.5

0.3

0.7

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0～1人 2～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人

50～99人 100～199人 200～299人 300人以上 無回答

事業者調査

N=
1162

２ 調査結果 基本情報

事業者調査

農林漁業者調査

23.5 39.4 35.5
1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良かった 前々期並み 悪かった 無回答

N=
1162

N=
416

N=
416 2.6 11.3 20.4 26.0 25.2 13.7 

0.2 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代以上 無回答

22.8 40.9 33.7 
2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
良かった 前々期並み 悪かった 無回答

(5) 創業年 [事業者Q.5]

N=
1162

6.4 8.0 8.8 17.0 14.4 13.9 12.6 12.2 6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1949年以前 1950年代 1960年代 1970年代 1980年代

1990年代 2000年代 2010年以降 無回答

事業者調査

• 「前々期並み」（39.4%）が最も多く、次に「悪かった」（35.5%）が多い

[事業者問1-2]

[農林漁問1-2]

事業者調査

農林漁業者調査

N=
1162

N=
416

16.4 45.0 36.9
1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良くなる 前期並み 悪くなる 無回答

25.2 47.8 26.0 
1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
良くなる 前期並み 悪くなる 無回答

• 「前期並み」（47.8%）が最も多く、次に「悪くなる」（26.0%）が多いが、「良くなる」
（25.2％）も同程度回答がある。



(4) エネルギーや原材料・資材価格高騰の影響により、増加している
コストのうち、何割程度を価格転嫁できていますか

(5) (4)で選択した価格転嫁の影響（価格転嫁できていない部分も
含めて）は、どのような影響を及ぼしていますか

(3) 新型コロナウイルス感染症が貴事業者の活動に与える影響は、
以前に比べて、現在はどのように変化していますか

N=
1162

N=
1162

N=
1162

N=
1162

• 「影響が軽減したがコロナ禍前の水準には戻っていない」（40.3%）が最も多く、次に「こ
れまでも今後も、影響はない見通し」（20.7%）が多い

• 「全く転嫁できていない・していない」（44.1%）が最も多く、次に「３割未満」
（22.7%）が多い

①販売量について

②粗利益率について

• 販売量は「変わらない」（53.4%）が最も多く、次に「減少」（37.5%）が多い

• 粗利益率は「低下」（58.6%）が最も多く、次に「変わらない」（33.5%）が多い

3

業種別クロス集計

業種別クロス集計

業種別クロス集計

３ 調査結果 経営動向

[事業者問1-3]

[農林漁問1-3]

事業者調査

農林漁業者調査

10.7 40.3 16.7 10.0 20.7
1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前と変わらず、現在も同等の深刻な影響が継続している
以前と比べると影響が軽減したが、コロナ禍前の水準には戻っていない
影響が出たが、現在は収束し、コロナ禍前の水準以上に戻っている
これまで影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある
これまでも今後も、影響はない見通し
無回答

7.5 41.6 16.8 7.2 23.3 

2.6 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前と変わらず、現在も同等の深刻な影響が継続している

以前と比べると影響が軽減したが、コロナ禍前の水準には戻っていない

影響が出たが、現在は収束し、コロナ禍前の水準以上に戻っている

これまで影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある

これまでも今後も、影響はない見通し

その他

無回答

N=
416

• 「影響が軽減したがコロナ禍前の水準には戻っていない」（41.6%）が最も多く、次に「こ
れまでも今後も、影響はない見通し」（23.3%）が多い

[事業者問1-4]

[事業者問1-5]

44.1 22.7 8.8 6.4 7.5 1.6 4.6 4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全く転嫁できていない・していない ３割未満

３割以上５割未満 ５割以上７割未満

７割以上10割未満 10割

コストは上昇していない 無回答

事業者調査

37.5 53.4 3.4 5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

減少 変わらない 増加 無回答

事業者調査

58.6 33.5 2.25.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

低下 変わらない 上昇 無回答



３ 調査結果 経営動向

(6) エネルギーや原材料・資材価格高騰に対応するため、価格転嫁
以外で行っている対策があれば、今後取り組む予定も含めて、
以下の中から選択してください（上位３つまで）

N=
1162

• 「社内経費の見直し」（49.5%）が最も多く、次に「新たな販路・顧客の開拓」
（30.2%）が多い

(7) 今後の事業方針について、今後３～５年先の事業規模の展望
はいかがですか

• 「現状を維持」（56.3%）が最も多い。次に「縮小する」（13%）が多いが、「拡大す
る」（12.9%）も同程度回答がある

4

業種別クロス集計[事業者問1-6]

(6) エネルギーや原材料・資材価格高騰に対応するため、行っている
対策があれば、今後取り組む予定も含めて、以下の中から選択
してください（上位３つまで）

[農林漁問1-4]

事業者調査

16.3 

5.8 

3.4 

2.6 

43.3 

13.9 

26.9 

61.3 

11.8 

8.2 

6.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

新たな販路・顧客の開拓

既存商品の商品力向上、サービスの充実

新商品の開発

新事業・サービスの創出

原材料・資材の変更

省エネ機器の導入・更新

業務・生産プロセスの見直し・効率化

経費の見直し

価格転嫁

その他

無回答

N=
416

％

• 「経費の見直し」（61.3%）が最も多く、次に「原材料・資材の変更」（43.3%）が多
い

• 「価格転嫁」（11.8％）と回答した割合は低い

12.9 56.3 13.0 4.6 11.7 1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 わからない 無回答

事業者調査

農林漁業者調査

[事業者問1-7]

[農林漁問1-5]

15.1 65.1 11.5 1.9 5.8 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 わからない 無回答

N=
416

• 「現状を維持」（65.1%）が最も多く、次に「拡大する」（15.1%）が多い

30.2

18.8

6.3

8.3

14.5

11.1

21.8

49.5

2.8

14.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

新たな販路・顧客の開拓

既存商品の商品力向上、サービスの充実

新商品の開発

新事業・サービスの創出

原材料・資材の変更

省エネ機器の導入・更新

業務・生産プロセスの見直し・効率化

社内経費の見直し

その他

無回答

％

N=
1162

農林漁業者調査



(1) 令和３年３月に「高知県中小企業・小規模企業振興条例」
（以下、「条例」。）が制定されたことをご存じですか

N=
1162

• 「知らない」（78.7%）が最も多く、次に「知っている」（17.5%）が多い

４ 調査結果 高知県中小企業・小規模企業振興条例について 5 調査結果 県の取り組みに対する評価について

(1) 指針に基づき、県では様々な施策を実施していますが、県の取り
組みに対する評価をお聞かせください。直接、県の施策を活用して
いない場合でも、評価をお聞かせください

N=
1162

• 「どちらでもない」（63.9%）が最も多く、次に「少し満足」（18.6%）が多い

• 「どちらでもない」（63.9%）と回答した理由として、「県の取組をよく知らない」「分からな
い」といった理由が挙げられた

• 「かなり満足」「少し満足」（計22.1%）と回答した理由として、実際に支援を受けた経
験や、コロナ禍での県の対応、支援は受けていないがテレビや周囲の情報を元に回答し
た、といった理由が挙げられた

• 「少し不満」「かなり不満」（計8.5%）と回答した理由として、県の情報提供・PR不足
や、実感として県の取組の恩恵が感じられないこと、業界によって支援の偏りを感じる、と
いった理由が挙げられた

5

[事業者問2]

[農林漁問2]

17.5 78.7 3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 無回答

事業者調査

農林漁業者調査

6.3 92.3 1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らない 無回答

N=
416

• 「知らない」（92.3%）が最も多く、次に「知っている」（6.3%）が多い

事業者調査

農林漁業者調査

3.5 18.6 63.9 4.9 3.6 5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり満足 少し満足 どちらでもない

少し不満 かなり不満 無回答

4.8 23.3 52.4 11.3 4.8 3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり満足 少し満足 どちらでもない

少し不満 かなり不満 無回答

N=
416

• 「どちらでもない」（52.4%）が最も多く、次に「少し満足」（23.3%）が多い

• 「どちらでもない」（52.4%）と回答した理由として、「県の取組をよく知らない」「分からな
い」といった理由が挙げられた

• 「かなり満足」「少し満足」（計28.1%）と回答した理由として、手厚いサポートを受けて
いることや、コロナ関係・燃油高騰対策の補助金や機器整備の補助金を活用できたた
め、といった理由が挙げられた

• 「少し不満」「かなり不満」（計16.1%）と回答した理由として、県の情報提供・PR不足
や、補助金等が使いづらいこと、もっと支援をして欲しい、といった理由が挙げられた

[事業者問3-1]

[農林漁問3-1]



5 調査結果 県の取り組みに対する評価について

(2) 県の支援等施策について、直近の２年間で活用したことが
ありますか

• 「活用したことがない」（74.3%）が最も多く、次に「活用したことがある」（22.7%）が
多い

N=
1162

(3) (2)で「活用したことがある」と回答された方にお尋ねします。
活用していかがでしたか

• 「少し満足」（45.1%）が最も多く、次に「かなり満足」（29.5%）が多い

N=
416

6

[事業者問3-2]

[農林漁問3-2]

[事業者問3-3]

[農林漁問3-3]

22.7 74.3 3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用したことがある（現在活用している場合も含む） 活用したことがない 無回答

事業者調査

農林漁業者調査

54.8 42.8 2.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

活用したことがある（現在活用している場合も含む） 活用したことがない 無回答

• 「活用したことがある」（54.8%）が最も多く、次に「活用したことがない」（42.8%）が
多い

N=
264

N=
228

29.5 45.1 18.2 5.3

1.1

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり満足 少し満足 どちらでもない 少し不満 かなり不満 無回答

事業者調査

農林漁業者調査

27.2 39.0 18.0 10.1 3.5 
2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

かなり満足 少し満足 どちらでもない

少し不満 かなり不満 無回答

• 「少し満足」（39.0%）が最も多く、次に「かなり満足」（27.2%）が多い

(4) (2)で「活用したことがない」と回答された方にお尋ねします。
その理由は何ですか（あてはまるものすべて選択）

• 「どのような支援施策があるか分からない」（48.9%）が最も多く、次に「支援を必要とし
ていない」（21.1%）が多い

[事業者問3-4]

[農林漁問3-4]

事業者調査

農林漁業者調査

12.4 

60.1 

14.6 

14.0 

5.6 

7.9 

5.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

支援を必要としていない

どのような支援施策があるか分からない

利用したい支援施策がなかった

利用したかったが、条件に合わなかった

利用したかったが、申請書の記載や必要書類…

その他

無回答

％

N=
178

• 「どのような支援施策があるか分からない」（60.1%）が最も多く、次に「利用したい支援
施策がなかった」（14.6%）が多い

21.1

48.9

18.1

9.2

6.0

6.5

2.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

支援を必要としていない

どのような支援施策があるか分からない

利用したい支援施策がなかった

利用したかったが、条件に合わなかった

利用したかったが、申請書の記載や必要書類…

その他

無回答

％

N=
863



(1) 貴事業者又は貴業界において、今後、県に求める施策の方向性
はどれですか（上位３つまで選択）

• 「担い手の育成・確保」（30.9%）が最も多く、次に「業務の効率化・省力化」
（23.4%）、「働き方改革、雇用環境の整備」（20.6%）、「自然災害や感染症へ
の対応」（19.2%）が多い

６ 調査結果 県の施策の方向性について ７ 調査結果 事業者の人員状況について

(1) 人員の状況について、従業者（パート等を含む）の現在の
充足状況はいかがですか

[事業者問5-1]

• 「過不足はない」（54.9%）が最も多く、次に「不足している」（40.9%）が多い

N=
1162

(2) (1)で「不足している」を選択された方にお尋ねします。人手不足
の解消に向けて、どのように対応していますか。今後取り組む予定を
含めてお答えください。（あてはまるものすべてを選択）

• 「採用活動の強化（正社員を増やす）」（54.5%）が最も多く、次に「賃金の引上げ」
（38.5%）、「採用活動の強化（非正規社員を増やす）」（28.0%）、「労働環境
の見直しや福利厚生の充実」（25.9%）が多い

[事業者問5-2]

7
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[事業者問4]

[農林漁問4]

事業者調査

農林漁業者調査

10.1 

19.2 

19.7 

2.2 

4.1 

11.1 

1.2 

18.8 

18.0 

42.1 

12.0 

5.3 

15.6 

7.0 

20.0 

8.9 
10.8 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

事業戦略や経営計画等の策定・実行

業務の効率化・省力化（デジタル化含む）

新たな製品や技術、サービス等の開発

知的財産の活用や産学官連携による研究開発

創業や新規事業の創出

事業承継の円滑化

工業団地等の開発や企業誘致の推進

地産外商・輸出の強化

融資制度等の創設・見直し

担い手の育成・確保

働き方改革、雇用環境の整備

地域の商店街等の維持・活性化

地域資源や伝統、地場産業の活性化

SDGsや脱炭素化への対応

自然災害や感染症への対応

その他

無回答

N=
416

• 「担い手の育成・確保」（42.1%）が最も多く、次に「自然災害や感染症への対応」
（20.0%）、「新たな製品や技術、サービス等の開発」（19.7%）、「業務の効率化・
省力化」（19.2%）が多い

％

40.9 54.9
1.1

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

不足している 過不足はない 過剰である 無回答

事業者調査

54.5

28.0

16.0

24.0

10.9

38.5

25.9

12.8

14.5

17.7

22.5

9.9

6.1

7.8

6.1

4.2

1.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

採用活動の強化（正社員を増やす）

採用活動の強化（非正規社員を増やす）

兼業・副業人材の活用

多様な人材（女性・シニア等）の活用

外国人材の活用

賃金の引上げ

労働環境の見直しや福利厚生の充実

育児休暇の充実など子育て世代への支援

業務プロセスの改善や工夫による効率化

ITの導入などデジタル化、設備投資による省力化

従業員の能力開発（多能工化・兼任化など）

労働人材が担っていた業務のアウトソーシング（外部委託）

時間外労働（残業や休日出勤）の増加

営業時間の短縮や事業規模の縮小、事業拠点の整理・統合

特に対応しない

その他

無回答

％

事業者調査

N=
475

9.5

23.4

8.9

1.2

7.5

14.0

6.3

5.9

16.6

30.9

20.6

9.7

9.2

5.3

19.2

4.2
14.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

事業戦略や経営計画等の策定・実行

業務の効率化・省力化（デジタル化含む）

新たな製品や技術、サービス等の開発

知的財産の活用や産学官連携による研究開発

創業や新規事業の創出

事業承継の円滑化

工業団地等の開発や企業誘致の推進

地産外商・輸出の強化

融資制度等の創設・見直し

担い手の育成・確保

働き方改革、雇用環境の整備

地域の商店街等の維持・活性化

地域資源や伝統、地場産業の活性化

SDGsや脱炭素化への対応

自然災害や感染症への対応

その他（望まれる施策の方向性・内容を記載）

無回答

N=
1162

％



(1) 実施しているデジタル化の取り組みとして、あてはまるものを選択
してください。（あてはまるものすべて）

[事業者問6-1]

• 「いずれも実施していない」（44.8%）が最も多く、次に「社内外の連絡にSNS、グループ
ウェア等のデジタルツールを活用している」（33.7%）、「クラウドサービスや業務システム
等の導入により、業務プロセスの改善を行っている」（28.3%）が多い

８ 調査結果 事業者のデジタル化の取り組みについて

(2) (1)で①から④を選択された方にお尋ねします。デジタル化を進める
にあたって特に重視している項目を選択してください（上位３つまで）

[事業者問6-2]

• 「業務プロセスの効率化」（52.9%）が最も多く、次に「電子帳簿保存法など法規制へ
の対応」（27.9%）が多い

(3) (2)で選択した項目をデジタル化により進めるにあたって、課題と
なっていることは何ですか。

(4) (1)で「いずれも実施していない」を選択された方にお尋ねします。
デジタル化に取り組まない理由は何ですか。以下の中から選択して
ください。（あてはまるものすべてに○）

[事業者問6-3]

[事業者問6-4]

• 「ツールの導入コスト」（29.9%）が最も多く、次に「デジタル人材の不足」（24.4%）
が多い

• 「口頭や対面で済んでいる」（45.5%）が最も多く、次に「どのようなツールを導入すれば
良いか分からない、分かる人材がいない」（33.8%）が多い

8

33.7

28.3

8.6

0.8

44.8

4.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0％

①社内外の連絡にSNS、グループウェア等のデジタル
ツールを活用している

②クラウドサービスや業務システム等の導入により、
業務プロセスの改善を行っている

③生産・販売・マーケティングなどの各種データをデジ
タル化し、データに基づく経営改善を実践している

④AIやIoTで取得したデータをもとに新たな製品・
サービスを開発する等の事業変革を行っている

⑤いずれも実施していない

⑥無回答

N=
1162

6.8

15.2

14.0

20.4

1.9

20.0

15.6

7.9

52.9

21.2

21.7

27.9

1.4

3.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

事業者調査

事業者調査

新しい事業・サービスの創出

商品・サービスの質向上

新規顧客開拓

既存顧客との関係強化

サプライチェーンの最適化

固定費の削減

経営判断の効率化・高度化

生産プロセスの改善

業務プロセスの効率化

社内の働き方改革

情報セキュリティ対策の強化

電子帳簿保存法など法規制への対応

その他

無回答

％

29.9

24.4

12.7

11.9

14.9

1.3

50.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

ツールの導入コスト（費用対効果）

デジタル人材の不足（推進者・運用者）

ツールの導入や使い方が分からない

部門間や従業員間に温度差がある

長年の業務慣行や取引慣行の変更

その他

無回答

事業者調査

事業者調査

％

25.9

26.9

33.8

7.7

9.8

45.5

8.4

3.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

費用を捻出できない

導入に必要となる金銭的・時間的なコス
トに対して、効果が期待できない

どのようなツールを導入すれば良いか分か
らない、分かる人材がいない

従業員が抵抗感を持っている

取引先がデジタル手段に対応していない

口頭や対面で済んでいる

その他

無回答

％

N=
1162

N=
521

N=
584



【参考】主な業種別 クロス集計

３(1) 前期（令和４年）の業績（営業利益）について、
前々期（令和３年）と比較していかがでしたか

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利採
取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水道
業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸業 29

学術研究、専門･技術
サービス業

33

宿泊業、飲食サービス業 41

生活関連サービス業、娯
楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

３(2) 今期（令和５年）の業績（営業利益）見通しについて、
前期（令和４年）と比較していかがですか

23.5

7.1

5.6

23.5

10.0

28.0

25.7

9.5

47.1

25.0

24.4

22.6

13.8

30.3

58.5

38.5

0.0

16.7

0.0

20.0

39.4

42.9

55.6

47.1

40.0

29.9

36.7

47.6

23.5

21.4

36.2

54.8

48.3

27.3

26.8

38.5

53.8

44.4

42.9

52.4

35.5

50.0

27.8

29.4

50.0

41.1

34.9

38.1

29.4

50.0

38.8

22.6

37.9

42.4

14.6

23.1

46.2

38.9

57.1

26.9

1.6

0.0

11.1

0.0

0.0

0.9

2.8

4.8

0.0

3.6

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良かった 前々期並み 悪かった 無回答
事業者調査

農林漁業者調査

22.8 

21.5 

11.5 

41.5 

40.9 

43.6 

34.6 

22.0 

33.7 

33.0 

46.2 

31.7 

2.6 

2.0 

7.7 

4.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
良かった 前々期並み 悪かった 無回答

主たる業種 N=

全 体 416

農業 349

林業 26

漁業 41

16.4

28.6

11.1

41.2

20.0

10.3

11.0

19.0

29.4

25.0

13.4

12.9

10.3

30.3

58.5

26.9

0.0

13.2

0.0

14.5

45.0

28.6

61.1

35.3

10.0

51.4

45.0

57.1

47.1

39.3

40.1

58.1

58.6

39.4

22.0

42.3

46.2

50.7

85.7

50.3

36.9

42.9

22.2

23.5

70.0

36.4

40.4

19.0

23.5

35.7

45.9

29.0

31.0

30.3

17.1

30.8

53.8

36.1

14.3

33.8

1.7

0.0

5.6

0.0

0.0

1.9

3.7

4.8

0.0

0.0

0.7

0.0

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良くなる 前期並み 悪くなる 無回答

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利採
取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水道
業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸業 29

学術研究、専門･技術
サービス業

33

宿泊業、飲食サービス業 41

生活関連サービス業、娯
楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

事業者調査

農林漁業者調査

25.2 

24.9 

19.2 

31.7 

47.8 

51.0 

34.6 

29.3 

26.0 

23.5 

42.3 

36.6 

1.0 

0.6 

3.8 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良くなる 前期並み 悪くなる 無回答

[事業者問1-1]

[農林漁問1-1]

[事業者問1-2]

[農林漁問1-2]

主たる業種 N=

全 体 416

農業 349

林業 26

漁業 41

9



【参考】主な業種別 クロス集計

３(3) 新型コロナウイルス感染症が貴事業者の活動に与える影響は、
以前に比べて、現在はどのように変化していますか

３(4) エネルギーや原材料・資材価格高騰の影響により、増加
しているコストのうち、何割程度を価格転嫁できていますか

[事業者問1-4][事業者問1-3]

[農林漁問1-3]

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利採
取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水道
業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸業 29

学術研究、専門･技術
サービス業

33

宿泊業、飲食サービス業 41

生活関連サービス業、娯
楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

事業者調査

農林漁業者調査

主たる業種 N=

全 体 416

農業 349

林業 26

漁業 41

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利
採取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水
道業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸
業

29

学術研究、専門･技
術サービス業

33

宿泊業、飲食サービス
業

41

生活関連サービス業、
娯楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

事業者調査

10.7

28.6

0.0

0.0

10.0

8.4

13.8

9.5

0.0

3.6

14.0

3.2

6.9

3.0

4.9

15.4

23.1

16.0

0.0

6.2

40.3

28.6

16.7

64.7

20.0

24.3

43.1

14.3

64.7

50.0

46.6

25.8

24.1

36.4

56.1

50.0

30.8

43.1

14.3

40.7

16.7

14.3

22.2

35.3

0.0

16.8

16.5

14.3

5.9

17.9

14.7

12.9

6.9

21.2

34.1

11.5

15.4

20.8

42.9

15.2

10.0

7.1

11.1

0.0

30.0

17.8

6.4

14.3

11.8

14.3

8.5

19.4

13.8

15.2

0.0

7.7

0.0

7.6

0.0

13.1

20.7

21.4

44.4

0.0

40.0

32.7

18.3

47.6

17.6

14.3

15.0

38.7

48.3

24.2

2.4

15.4

30.8

11.1

28.6

23.4

1.7

0.0

5.6

0.0

0.0

0.0

1.8

0.0

0.0

0.0

1.3

0.0

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

1.4

14.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

以前と変わらず、現在も同等の深刻な影響が継続している

以前と比べると影響が軽減したが、コロナ禍前の水準には戻っていない

影響が出たが、現在は収束し、コロナ禍前の水準以上に戻っている

これまで影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある

これまでも今後も、影響はない見通し

無回答

7.5 

7.7 

7.7 

4.9 

41.6 

43.0 

26.9 

39.0 

16.8 

15.5 

3.8 

36.6 

7.2 

7.7 

11.5 

0.0 

23.3 

23.5 

38.5 

12.2 

2.6 

2.0 

7.7 

4.9 

1.0 

0.6 

3.8 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

以前と変わらず、現在も同等の深刻な影響が継続している

以前と比べると影響が軽減したが、コロナ禍前の水準には戻っていない

影響が出たが、現在は収束し、コロナ禍前の水準以上に戻っている

これまで影響は出ていないが、今後影響が出る可能性がある

これまでも今後も、影響はない見通し

その他

無回答

44.1

71.4

66.7

52.9

20.0

40.2

26.6

23.8

64.7

46.4

32.2

58.1

55.2

51.5

22.0

53.8

69.2

73.6

28.6

50.3

22.7

28.6

16.7

23.5

50.0

22.4

30.3

23.8

11.8

28.6

25.1

6.5

6.9

15.2

43.9

26.9

7.7

11.8

14.3

22.1

8.8

0.0

0.0

17.6

10.0

13.1

14.7

14.3

0.0

10.7

11.7

6.5

3.4

0.0

14.6

7.7

0.0

2.8

0.0

5.5

6.4

0.0

5.6

0.0

10.0

8.4

13.8

4.8

0.0

3.6

9.8

0.0

0.0

9.1

9.8

0.0

7.7

0.0

0.0

5.5

7.5

0.0

0.0

0.0

0.0

8.4

10.1

9.5

23.5

3.6

12.7

3.2

0.0

9.1

4.9

3.8

0.0

2.1

0.0

6.9

1.6

0.0

0.0

0.0

10.0

0.9

0.9

4.8

0.0

3.6

2.6

0.0

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

2.8

4.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

1.8

14.3

0.0

0.0

2.0

25.8

34.5

12.1

0.0

7.7

7.7

2.8

42.9

4.8

4.4

0.0

11.1

5.9

0.0

5.6

1.8

4.8

0.0

3.6

3.9

0.0

0.0

3.0

2.4

0.0

7.7

6.9

14.3

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全く転嫁できていない・していない ３割未満

３割以上５割未満 ５割以上７割未満

７割以上10割未満 10割

コストは上昇していない 無回答

10



【参考】主な業種別 クロス集計

３(5) (4)で選択した価格転嫁の影響（価格転嫁できていない部分も含めて）は、どのような影響を及ぼしていますか [事業者問1-5]

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利
採取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水
道業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸
業

29

学術研究、専門･技
術サービス業

33

宿泊業、飲食サービス
業

41

生活関連サービス業、
娯楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利
採取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水
道業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸
業

29

学術研究、専門･技
術サービス業

33

宿泊業、飲食サービス
業

41

生活関連サービス業、
娯楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

37.5

21.4

16.7

23.5

70.0

39.3

48.6

19.0

17.6

46.4

54.1

19.4

13.8

24.2

22.0

30.8

53.8

20.1

28.6

35.2

53.4

64.3

72.2

64.7

20.0

53.3

45.0

71.4

82.4

50.0

40.4

77.4

79.3

72.7

58.5

69.2

30.8

62.5

57.1

55.9

3.4

7.1

0.0

5.9

0.0

1.9

3.7

0.0

0.0

0.0

2.3

0.0

3.4

0.0

19.5

0.0

0.0

3.5

0.0

5.5

5.8

7.1

11.1

5.9

10.0

5.6

2.8

9.5

0.0

3.6

3.3

3.2

3.4

3.0

0.0

0.0

15.4

13.9

14.3

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

減少 変わらない 増加 無回答①販売量について

58.6

85.7

66.7

64.7

50.0

69.2

68.8

47.6

70.6

78.6

59.9

25.8

31.0

48.5

65.9

65.4

61.5

52.1

28.6

53.8

33.5

7.1

22.2

23.5

40.0

21.5

25.7

47.6

29.4

17.9

35.2

71.0

65.5

48.5

24.4

26.9

23.1

33.3

57.1

39.3

2.2

0.0

0.0

5.9

10.0

2.8

2.8

0.0

0.0

0.0

2.0

0.0

0.0

0.0

9.8

7.7

0.0

0.0

0.0

2.8

5.8

7.1

11.1

5.9

0.0

6.5

2.8

4.8

0.0

3.6

2.9

3.2

3.4

3.0

0.0

0.0

15.4

14.6

14.3

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

低下 変わらない 上昇 無回答
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②粗利益率について

事業者調査 事業者調査



【参考】主な業種別 クロス集計

３(7) 今後の事業方針について、今後３～５年先の事業規模の
展望はいかがですか

５(1) 人員の状況について、従業者（パート等を含む）の現在の
充足状況はいかがですか

[事業者問5-1]
[事業者問1-7]

[農林漁問1-5]

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利採
取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水道
業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸業 29

学術研究、専門･技術
サービス業

33

宿泊業、飲食サービス業 41

生活関連サービス業、娯
楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

事業者調査

農林漁業者調査

主たる業種 N=

全 体 416

農業 349

林業 26

漁業 41

主たる業種 N=

全 体 1162

農業 14

林業 18

漁業 17

鉱業、採石業、砂利
採取業

10

建設業 107

製造業 109

電気･ガス･熱供給･水
道業

21

情報通信業 17

運輸業、郵便業 28

卸売業、小売業 307

金融業、保険業 31

不動産業、物品賃貸
業

29

学術研究、専門･技
術サービス業

33

宿泊業、飲食サービス
業

41

生活関連サービス業、
娯楽業

26

教育、学習支援業 13

医療、福祉 144

複合サービス業 7

サービス業 145

事業者調査

12.9

0.0

11.1

11.8

10.0

10.3

22.9

4.8

29.4

7.1

11.1

25.8

10.3

21.2

17.1

19.2

15.4

6.9

14.3

14.5

56.3

57.1

72.2

47.1

60.0

63.6

48.6

66.7

41.2

60.7

53.1

58.1

62.1

39.4

63.4

57.7

30.8

61.8

71.4

58.6

13.0

7.1

5.6

17.6

0.0

11.2

11.0

19.0

11.8

17.9

14.0

9.7

20.7

21.2

2.4

11.5

30.8

16.0

14.3

9.7

4.6

14.3

0.0

0.0

10.0

0.0

3.7

4.8

0.0

0.0

8.5

3.2

3.4

3.0

0.0

3.8

15.4

2.1

0.0

4.8

11.7

21.4

5.6

23.5

20.0

14.0

11.9

4.8

17.6

14.3

12.7

3.2

3.4

15.2

14.6

7.7

7.7

10.4

0.0

11.0

1.5

0.0

5.6

0.0

0.0

0.9

1.8

0.0

0.0

0.0

0.7

0.0

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

2.8

0.0

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する 廃業を検討 わからない 無回答

15.1 

12.6 

23.1 

31.7 

65.1 

68.8 

42.3 

48.8 

11.5 

12.3 

11.5 

4.9 

1.9 

1.4 

7.7 

2.4 

5.8 

4.6 

15.4 

9.8 

0.5 

0.3 

0.0 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大する 現状を維持 縮小する

廃業を検討 わからない 無回答

40.9

64.3

38.9

52.9

30.0

54.2

39.4

19.0

70.6

39.3

27.7

22.6

6.9

54.5

70.7

57.7

53.8

54.9

42.9

40.7

54.9

35.7

55.6

47.1

70.0

43.0

50.5

81.0

29.4

57.1

66.4

74.2

93.1

45.5

24.4

38.5

46.2

43.1

57.1

57.2

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

2.8

0.0

0.0

3.6

1.0

0.0

0.0

0.0

2.4

3.8

0.0

2.1

0.0

0.0

3.1

0.0

5.6

0.0

0.0

1.9

7.3

0.0

0.0

0.0

4.9

3.2

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不足している 過不足はない 過剰である 無回答
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